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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１ 売上高には消費税等は含まれていません。 

      ２ 純資産額の算定にあたり、第141期中から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計

基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指

針第８号）を適用しています。 

回次 第140期中 第141期中 第142期中 第140期 第141期 

会計期間 
自 平成17年４月１日

至 平成17年９月30日

自 平成18年４月１日

至 平成18年９月30日

自 平成19年４月１日

至 平成19年９月30日

自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日 

自 平成18年４月１日

至 平成19年３月31日

売上高 (百万円) 449,333 488,825 509,723 938,082 1,009,586 

経常利益 (百万円) 31,709 33,926 27,301 68,162 60,493 

中間（当期）純利益 (百万円) 13,980 19,184 10,876 24,852 34,124 

純資産額 (百万円) 311,806 388,055 448,555 338,609 407,736 

総資産額 (百万円) 876,265 968,766 1,071,895 943,991 999,917 

１株当たり純資産額 （円） 336.20 373.11 421.83 364.81 395.18 

１株当たり中間（当期）

純利益 
（円） 15.08 20.68 11.62 26.60 36.78 

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益 
（円） 15.07 20.67 11.61 26.58 36.76 

自己資本比率 （％） 35.6 35.7 38.7 35.9 36.7 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) 24,735 41,728 19,332 75,491 96,455 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) △26,705 △42,393 △41,713 △74,062 △87,065 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) △1,141 △669 23,986 1,511 △19,073 

現金及び現金同等物の 

中間期末（期末）残高 
(百万円) 30,154 36,155 30,565 37,585 28,365 

従業員数 

（外、平均臨時従業員数） 
（名） 

19,094 

(2,813) 

18,929 

(2,953) 

19,186 

(2,892) 

18,819 

(2,767) 

19,053 

(2,808) 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１ 営業収益には消費税等は含まれていません。 

２ 「１株当たり純資産額」、「１株当たり中間（当期）純利益」及び「潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益」については、中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しています。 

    ３ 純資産額の算定にあたり、第141期中から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計

基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指

針第８号）を適用しています。 

回次 第140期中 第141期中 第142期中 第140期 第141期 

会計期間 
自 平成17年４月１日

至 平成17年９月30日

自 平成18年４月１日

至 平成18年９月30日

自 平成19年４月１日

至 平成19年９月30日

自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日 

自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日 

営業収益 (百万円) 19,145 18,867 13,190 22,457 25,717 

経常利益 (百万円) 12,866 13,151 6,674 9,257 13,095 

中間（当期）純利益 (百万円) 11,359 7,864 7,813 2,025 6,487 

資本金 (百万円) 70,787 70,787 70,812 70,787 70,787 

発行済株式総数 （株） 928,298,872 928,298,872 984,733,665 928,298,872 928,298,872 

純資産額 (百万円) 266,532 264,726 300,176 265,702 260,112 

総資産額 (百万円) 389,864 424,111 477,696 413,860 426,683 

１株当たり配当額 （円） 3.50 4.50 4.50 7.50 10.00 

自己資本比率 （％） 68.4 62.4 62.8 64.2 60.9 

 従業員数 

（外、平均臨時従業員数） 
（名） 

333 

(37) 

325 

(39) 

342 

(42) 

321 

(38) 

315 

(40) 



２【事業の内容】 

  当社の企業集団は当社、子会社123社及び関連会社34社で構成されています。その事業は合成繊維、化成品、医薬

 医療、流通・リテイル分野における製品の製造・加工・販売を中心とし、その他にＩＴ・新事業他としてシステム 

 ソフトウェア開発等の情報関連事業や物流、印刷等の事業を展開しています。 

  帝人グループの事業別に見た位置付け及び事業の種類別セグメントとの関連は次のとおりです。 

合成繊維事業 ：帝人ファイバー㈱、帝人テクノプロダクツ㈱、P.T.Teijin Indonesia Fiber Corporation、 

TEIJIN（THAILAND）LIMITED、Teijin Aramid B.V.＊等連結子会社14社、非連結子会社６社及

び関連会社５社は合成繊維（糸・綿・織編物等）の製造・販売を行っています。帝人加工糸㈱

等連結子会社13社、非連結子会社６社及び関連会社９社は紡績、織、編、染等の繊維加工を行

っています。帝人コードレ㈱（連結子会社）は人工皮革の製造・販売を行っています。東邦テ

ナックス㈱等連結子会社３社は炭素繊維製品の製造・販売を行っています。デュポン帝人アド

バンスドペーパー㈱等関連会社３社はアラミド紙等の販売を行っています。 

  

＊平成19年９月３日を以て、アラミド繊維事業の中核を担っているTeijin Twaron B.V.の社名

をTeijin Aramid B.V.に変更しました。 

    

化成品事業 ：帝人デュポンフィルム㈱、P.T.INDONESIA TEIJIN DUPONT FILMS等連結子会社５社及びDuPont 

Teijin Films Luxembourg S.A.等関連会社５社はフィルムの製造・販売を行っています。非連

結子会社１社はフィルムの販売を行っています。フィルム加工㈱等非連結子会社２社はポリエ

ステルフィルム等の加工等を行っています。帝人化成㈱等連結子会社４社及び関連会社３社は

樹脂・樹脂製品等を製造・販売しています。広島プラスチック㈱等連結子会社２社はプラスチ

ックの成形加工を行っています。連結子会社７社は樹脂製品の販売を行っています。錦海化学

㈱（連結子会社）及び非連結子会社１社は化学薬品等の製造・販売を行っています。 

    

医薬医療事業 ：帝人ファーマ㈱、帝人在宅医療㈱等連結子会社３社、非連結子会社２社及び関連会社２社は医

薬品・在宅医療機器の製造・販売及び在宅医療サービス等を行っています。Teijin  

America, Inc.（連結子会社）は新薬の臨床開発を行っています。 

    

流通・ 

リテイル事業 

：ＮＩ帝人商事㈱、㈱テイジンアソシアリテイル、㈱帝健等連結子会社14社及び非連結子会社７

社及び関連会社４社は繊維製品の企画・販売を行っています。 

    

ＩＴ・ 

新事業他 

：インフォコム㈱（連結子会社）、非連結子会社10社及び関連会社１社は、情報システムの運

用・開発・メンテナンスを行っています。帝人エンジニアリング㈱等連結子会社５社は機械の

製造・販売等を行っています。帝人物流㈱（連結子会社）は帝人グループ製品の運送・保管を

行っています。その他連結子会社７社、非連結子会社６社及び関連会社２社は物流、印刷等を

行いグループ内外にそのサービスを提供しています。 



３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、次の会社が合併により関係会社でなくなりました。 

  ㈱インフォコム四国 

 次の会社については、株式の売却により関係会社でなくなりました。 

  ㈱ドリームラボ 

 また、以下の会社については、清算により関係会社でなくなりました。 

  テイジンレンズ㈱ 

  寧波東洋毛紡織有限公司 

    Lighthouse Data Solutions, LLC. 

４【従業員の状況】 
(1）連結会社の状況                                                                 平成19年９月30日現在 

 （注）１ 従業員数は就業人員です。 

２ 従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の平均雇用人員です。 

(2）提出会社の状況                                                                 平成19年９月30日現在 

 （注）１ 従業員数は就業人員です。 

２ 従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の平均雇用人員です。 

(3）労働組合の状況 

 特記すべき事項はありません。 

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（名） 

合成繊維事業 
9,862 

(1,045)  

化成品事業 
3,240 

(453)  

医薬医療事業 
2,494 

(693)  

流通・リテイル事業 
1,236 

(388)  

ＩＴ・新事業他 
2,012 

(271)  

全社 
342 

(42)  

合計 
19,186 

(2,892)  

従業員数（名） 
342 

(42) 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 平成19年度中間期の世界経済は、米国及び欧州経済が堅調に推移したほか、中国経済は投資拡大と好調な輸出で

力強い成長が続きました。また、日本経済は緩やかな景気拡大が続きました。こうした状況下、帝人グループは、

中期経営計画“STEP UP 2006”の方針に基づき、「成長ＳＢＵ」＊へ積極的な資源投入を行うとともに、研究開発

の強化・新事業創出を着実に進め、「注力４市場」として設定している「自動車・航空機」、「情報・エレクトロ

ニクス」、「ヘルスケア」、「環境・エネルギー」の各市場への働きかけを強化しました。 

 帝人グループの平成19年度中間期の連結決算は、売上高が、5,097億円（前期同期比4.3％増）となりました。ま

た、営業利益は、330億円（同14.8％減）、経常利益は、273億円（同19.5％減）、中間純利益は、109億円

（43.3％減）となりました。 

＊中期経営計画“STEP UP 2006”で設定したＳＢＵ（戦略的事業単位）区分については、「３ 対処すべき課題」

 の（ご参考 ＳＢＵについて）を参照ください。 

 当中間連結会計期間における事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりです。 

＜ポリエステル繊維分野は、原燃料価格高騰に対する日本での価格是正効果発現、東南アジア子会社での高付加価

値品への販売シフト等で、赤字半減、高機能繊維分野は、アラミド繊維、炭素繊維が順調に拡大＞ 

 ポリエステル繊維分野では、世界的な原燃料価格の高騰や中国からの供給圧力の増大等の要因により、依然厳し

い状況を強いられました。その中にあって、ポリエステル繊維事業の中核会社である国内の帝人ファイバー㈱で

は、原燃料価格の高騰に対応して価格是正の取り組みを更に強力に推し進め、前年同期に続き黒字を達成しまし

た。また、東南アジアのタイ・インドネシアの子会社においてもコストダウンの徹底や、低採算分野から高採算分

野への販売シフトにより、前年同期比大幅改善を達成しました。 

 一方、新しいビジネスモデルの確立、及び新商品の開発強化にも引き続き取り組んでいます。軽量性と耐久性を

兼ね備えたポリエステル製のクッション材「エルク®」が平成19年７月から運行が開始された次世代新幹線「N700

系」に採用されたほか、高い制電性と耐久性を兼ね備えた極細繊維素材「ビーウェル®」の開発に成功しました。

完全循環型リサイクルシステム「エコサークル®」では、ファッションアパレル業界との連携を深め、新企画の展

開に積極的に取り組んでいます。また、重金属を全く含まないポリエステルポリマーについて、環境配慮企業への

ライセンス供与を開始しました。 

 高機能繊維分野では、パラアラミド繊維「トワロン®」「テクノーラ®」が、自動車関連用途や安全・防護関連

用途を中心に需要が堅調で、引き続き順調に拡大しています。旺盛な需要を受け、「トワロン®」では平成20年後

半からの順次立ち上げを目標として、約15％の能力増強工事を進めており、「テクノーラ®」も能力増強を検討し

ています。また、メタアラミド繊維「コーネックス®」も好調な需要に支えられ産業資材用途を中心に堅調な業績

を残しました。炭素繊維「テナックス®」では、一般産業資材や民間航空機用途を中心に世界的な需要の増加で業

績は順調に拡大しています。また、多様化するニーズと高付加価値化への取り組みとして、川中・川下分野におけ

る事業の拡大と新規分野の開拓を進めています。日本での大型ラインの新設も平成20年４月の完成を目指し工事を

進めています。 

＜フィルム分野は、米国苦戦もアジア地区中心にＰＥＴフィルム堅調、ＰＥＮフィルム高容量データテープ向け好

調、樹脂分野は、一般産業資材用途で大幅に販売量伸ばすも原料価格上昇等で減益＞ 

 フィルム分野では、世界６カ国で米国デュポン社と合弁事業を行っています。 

 主力のＰＥＴフィルムは、日本では、ＦＰＤ用途向けを中心とする工業材料は堅調に推移しました。また、平成

19年１月に営業運転を開始した透明厚物ＰＥＴフィルム用新設備は早期フル稼働に向け引き続き取り組んでいま

す。米国では、需要低迷、原燃料価格高止まりの影響で前年同期比減収・減益となりましたが、高付加価値用途を

中心とした販売強化や合理化努力を継続的に行い改善を図っています。一方、欧州では、継続的なユーロ高による

輸入増加等から競争が激化していますが、差別化品の拡販及び固定費圧縮を中心とした収益改善策が効果を上げつ

つあります。 

 ＰＥＮフィルム「テオネックス®」は、高容量データテープ向けが好調を維持し、自動車・電子関連用途も堅調

に推移しました。 

   合成繊維事業 ：［売上高1,573億円（前年同期比8.8％増）、営業利益117億円（同22.1％増）］ 

   化成品事業 ：［売上高1,478億円（前年同期比6.5％増）、営業利益127億円（同32.0％減）］ 



 以上の結果、持分法適用会社も含んだ合弁全体の業績は、米国合併業績悪化により前年同期比で減収・減益とな

りました。 

        樹脂分野では、主力のポリカーボネート樹脂「パンライト®」は、浙江省の中国ポリマー工場第２系列が平成18

年12月より計画通りに商業生産を開始したことも大きく寄与し、電気・電子機器用途、ＯＡ機器用途など一般産業

資材用途を中心に販売量を伸ばしました。平成19年12月には上海コンパウンド工場の第３期増設工事が完了予定

で、成長市場である中国地域での更なるプレゼンスの向上に努めています。また、光学ディスク用途では品質優位

性を生かし、高いシェアを有しているブルーレイディスク等の次世代光ディスクを始めとしたハイエンドＤＶＤに

特化した販売を行っています。 

        一方、主原料であるビスフェノールＡの価格は昨年後半から上昇が続いています。収益改善のためコンパウンド

品の販売強化等販売構成の改善、付加価値の高いシート・フィルム・成形品の川下分野への展開強化や徹底したコ

ストダウンを継続して行うとともに、価格是正に取り組んでいますが、前年同期比減益を余儀なくされました。 

 川下展開強化では、ポリカーボネート樹脂シート「パンライト®シート」は、液晶テレビ向けバックライト拡散

板専用押出機の増設により、耐熱性の要求される大型液晶テレビ向けの需要増に対応するとともに幅広い顧客への

浸透を図っています。また、「Ｎ700系」新幹線の窓に特殊ポリカーボネート樹脂成形品が採用されました。 

＜医薬品は、週１回服用製剤「ボナロン®錠35㎎」＊等骨粗鬆症領域を中心に順調、在宅医療は、ＨＯＴ高水準の 

   レンタル台数維持、ＣＰＡＰ等も順調、研究開発進展＞ 

  医薬品分野では、重点分野である骨粗鬆症領域において、平成18年９月に発売したビスホスホネート製剤「ボナ

ロン®」の週１回服用製剤「ボナロン®錠35㎎」が順調に販売量を伸ばし、活性型ビタミンＤ３製剤「ワンアルファ

®」も底堅く推移しました。また、平成19年６月８日に発売した成人気管支喘息治療用の吸入ステロイド剤「オル

ベスコ®」も順調に売上を伸ばしています。 

 研究開発の分野では自社開発テーマ及び導入テーマとも着実に開発を進めています。平成19年４月にはTMA-15 

   （出血性大腸菌感染症治療薬）の国内での第Ⅰ相臨床試験、５月には気管支喘息治療薬「オルベスコ®」の小児へ 

   の適応拡大のための第Ⅰ相臨床試験、９月にはNTC-801（心房細動・粗動治療予防薬）の第Ⅰ相臨床試験とTPC- 

   806（心疾患治療薬）の第Ⅱ相臨床試験を開始しました。 

 在宅医療分野では、主力の在宅酸素濃縮器は高水準のレンタル台数を維持していますが、更なる市場開拓に向

け、平成19年６月に国内最小クラスの在宅医療用酸素濃縮器「ハイサンソ®２Ｕ」のレンタルを開始しました。そ

の他の在宅医療機器では、ＣＰＡＰ（睡眠時無呼吸症候群治療器）及び「セーフス®」（超音波骨折治療器）のレ

ンタル台数が順調に拡大しています。 

＊商標 ボナロン®/Bonalon® is the registered trademark of Merck & Co., Inc., Whitehouse Station, 

NJ, U.S.A. 

＜衣料繊維部門は、主力のＯＥＭ事業コストアップで苦戦、産業資材部門は、高機能繊維堅調＞ 

 衣料繊維部門では、主力のＯＥＭ（相手先ブランドによる生産）事業において主要生産拠点である中国の生産・

流通コストの上昇により苦戦が続きました。収益力強化のため、有力スポーツアパレル、郊外型スーツ量販店など

の優良顧客との戦略的取り組みの強化を進めています。 

 産業資材部門では、アラミド繊維、炭素繊維を中心とした高機能素材や、樹脂、フィルムの需要は旺盛で販売は

好調に推移しました。自動車関連用途を中心にユーザーの海外進出に対応し、タイでのゴム資材加工工場やタイ・

中国でのカーシート生産工場の立ち上げを進めるなど海外展開を強化しています。また、「環境・安全」「次世代

自動車」「高機能素材」「新流通」をキーワードにした新規市場の創出を進めています。 

   医薬医療事業 ：［売上高557億円（前年同期比0.5％増）、営業利益98億円（同6.1％減）］ 

  流通・リテイル事業 ：［売上高1,288億円（前年同期比0.6％減）、営業利益23億円（同3.7％増）］ 



＜ＩＴ事業分野減収・減益＞ 

 ＩＴ事業分野では、インフォコム㈱が、大企業から中堅・中小企業までを対象とした統合管理ソフトウェア

「GRANDIT®」や医療機関向けソリューションを提供するＩＴソリューション事業と、データセンター運用や、電

子書籍・着信メロディー等の携帯電話向けコンテンツ提供やe-コマースサイト運営等のサービス事業を展開してい

ます。ＩＴソリューション事業では、「GRANDIT®」の受注が堅調に推移しているものの、ソフトウェア開発の要

件追加やカスタマイズを行うことで検収時期の遅れや新規案件の着手が遅れるとともに、大幅なコストの増加が発

生し、前年同期比減収・減益となりました。また、サービス事業では、新コンテンツの立ち上げやコスト削減等、

業績改善のための諸施策を積極的に推進しています。 

 新事業他の分野では新事業創生に向け、「高熱伝導材料」「バイオプラスチック」「高機能電子材料」の重点各

分野で、中期経営計画“STEP UP 2006”の期間内事業化を目指し積極的な研究・開発に取り組んでいます。 

 「バイオプラスチック」分野では、その市場展開の第１弾として、マツダ㈱と共同で、自動車内装に使用可能な

品質と耐久性を有する耐熱性ポリ乳酸繊維「バイオフロントTM」を100％使用した自動車用ファブリックの開発に

成功しました。また、100％植物由来の世界最大のバイオポリマーのメーカー、ネイチャーワークスＬＬＣに折半

出資することで合意しました。帝人が有する繊維、フィルム、プラスチックコンパウンドにおける用途開発技術が

同社のポリ乳酸ポリマーの新市場開拓に貢献することを期待しています。 

 「高機能電子材料」の分野では、帝人の開発した耐熱性や耐久性に優れ、高い安全性を実現するリチウムイオン

二次電池（ＬＩＢ）用セパレータの市場開拓を進めています。 

 加えて、将来の持続的成長の布石として、「水処理」分野を新たに設定し、社長直轄の推進組織のもと、当面、

工場排水の循環再利用や地下水の浄化の分野での市場開拓を推進しています。 

 当中間連結会計期間における所在地別セグメントの業績は、次のとおりです。 

 日本においては、合成繊維事業の業績は順調に推移しましたが、フィルム分野、樹脂分野、医薬医薬事業、ＩＴ

事業分野が苦戦したことにより、前年同期比増収・増益となりました。 

 アジアにおいては、中国樹脂子会社の新系列が商業生産を開始したことや、ポリエステル繊維分野での販売価格

是正等により、前年同期比で増収となりました。しかし、営業利益については、ポリエステル繊維分野にて徹底し

たコストダウンや高採算分野へのシフトにより増益となったものの、樹脂分野での原料価格上昇継続が業績を圧迫

し、前年同期対比減益となりました。 

 米州においては、高機能繊維分野の炭素繊維の好調等により前年同期比で増収となりました。しかし、営業利益

については、フィルム分野での需要低迷・競争激化により前年同期比減益となりました。 

 欧州においては、高機能繊維分野のアラミド繊維や炭素繊維の需要拡大等により、前年対比で増収・増益となり

ました。 

  ＩＴ・新事業他 ：［売上高201億円（前年同期比1.9％減）、営業利益６億円（同39.7％減）］ 

  日本 ：［売上高3,188億円（前年同期比1.6％増）、営業利益199億円（同9.0％減）］ 

  アジア ：［売上高940億円（前年同期比10.6％増）、営業利益58億円（同31.9％減）］ 

  米州 ：［売上高560億円（前年同期比2.3％増）、営業利益15億円（同42.1％減）］ 

  欧州 ：［売上高410億円（前年同期比16.2％増）、営業利益94億円（同8.7％増）］ 



(2）キャッシュ・フローの状況 

 当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、税金等調整前中間純利益が201億

円と前中間連結会計期間に比べ減益であったことに加え、たな卸資産や法人税等の支払額が増加したこと等による

資金支出が増加し、営業活動によるキャッシュ・フローでの資金収入が大幅に減少しました。一方で、長期借入に

よる資金収入が増加したこと等の要因もありましたが、前中間連結会計期間末残高に比べ56億円（15.5％）減少

し、当中間連結会計期間末残高は306億円となりました。  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、前中間連結会計期間に比べ224億円減少

し、193億円の資金収入（前中間連結会計期間は417億円の資金収入）となりました。これは主に、税金等調整前中

間純利益が201億円、減価償却費及びのれん償却額が290億円となったことや、たな卸資産が229億円増加し、法人

税等の支払額が191億円となったことによるものです。なお、法人税等の支払額のうち過半は、オランダの子会社

での一過性の支払によるものです。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、前中間連結会計期間に比べ７億円増加し、

417億円の資金支出（前中間連結会計期間は424億円の資金支出）となりました。これは主に、有形固定資産の取得

による支出が401億円（同365億円）あったことによるものです。なお、当中間連結会計期間の設備投資は、オラン

ダでのパラアラミド繊維の増設、日本での炭素繊維の増設等、成長素材分野への投資を中心に実施しました。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、前中間連結会計期間に比べ247億円増加

し、240億円の資金収入（前中間連結会計期間は７億円の資金支出）となりました。これは主に、社債の償還を行

った一方で、長期借入による調達が増加したことによるものです。 



（参考）キャッシュ・フロー関連指標等の推移 

 （注） 各指標はいずれも当社連結ベースの財務数値を用いて算出しています。 

・ ＲＯＡ（総資産営業利益率）・・・営業利益／期首・期末平均総資産額（中間期は記載していません。） 

・ ＲＯＥ（自己資本当期純利益率）・・・当期純利益／期首・期末平均自己資本（同上） 

・ Ｄ／Ｅレシオ（有利子負債自己資本比率）・・・期末有利子負債／期末自己資本 

※有利子負債・・・短期借入金、１年内返済長期借入金、コマーシャルペーパー、１年内償還社債、社債、

長期借入金の合計額。 

・ 自己資本比率・・・（期末純資産の合計－期末新株予約権－期末少数株主持分）／期末総資産 

※第140期以前の「自己資本比率」の欄には、従来の「株主資本比率」を記載しています。 

・ 時価ベースの自己資本比率・・・株式時価総額／時価ベースの総資本 

※株式時価総額・・・期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）にて算出。 

※時価ベースの総資本・・・期末自己資本を時価ベースに置き換えて算出。 

・ キャッシュ・フロー対有利子負債比率・・・有利子負債／営業キャッシュ・フロー（中間期は記載していま

                    せん。） 

※営業キャッシュ・フロー・・・連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使

用。 

・ インタレスト・カバレッジ・レシオ・・・営業キャッシュ・フロー／利払い 

※利払い・・・連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用。 

回次 第138期 第139期 第140期 第141期 第142期中 

会計期間 
自 平成15年４月１日

至 平成16年３月31日

自 平成16年４月１日

至 平成17年３月31日

自 平成17年４月１日

至 平成18年３月31日

自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日 

自 平成19年４月１日

至 平成19年９月30日

ＲＯＡ （％） 4.0 5.9 8.5 7.7 － 

ＲＯＥ （％） 3.0 3.1 7.9 9.7 － 

Ｄ／Ｅレシオ   1.21 0.95 0.88 0.81 0.80 

自己資本比率 （％） 32.1 34.1 35.9 36.7 38.7 

時価ベースの自己資本比率 （％） 34.4 44.7 56.1 51.0 47.0 

キャッシュ・フロー 

対有利子負債比率 
  7.9 3.8 4.0 3.1 － 

インタレスト・ 

カバレッジ・レシオ 
  5.8 11.1 11.3 11.5 3.1 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりです。 

 （注）１ 上記の金額は、販売価格によっています。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれていません。 

(2）受注実績 

 該当実績はありません。 

(3）販売実績 

 当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりです。 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれていません。 

事業の種類別セグメントの名称 生産高（百万円） 前年同期比（％） 

合成繊維事業 140,960 +10.0 

化成品事業 151,726 +14.4 

医薬医療事業 25,459 +5.2 

流通・リテイル事業 － － 

ＩＴ・新事業他 6,712 +45.8 

合計 324,859 +12.2 

事業の種類別セグメントの名称 販売高（百万円） 前年同期比（％） 

合成繊維事業 157,333 +8.8 

化成品事業 147,783 +6.5 

医薬医療事業 55,706 +0.5 

流通・リテイル事業 128,840 △0.6 

ＩＴ・新事業他 20,058 △1.9 

合計 509,723 +4.3 



３【対処すべき課題】 

(1)「創造経営」に向けた事業競争力強化 

 「安定経営から創造経営」の方針のもと、各ＳＢＵでは、それぞれの事業経営に必要なコア・コンピタンス（企

業の競争力、創造力の源泉となる能力）を強化し、適正な資源配分とその見直しを行い、各事業の競争力強化を図

ります。 

 また、事業拡大に向け「成長ＳＢＵ」には重点的に設備投資・研究費等の経営資源の投入を行い、成長を加速し

ます。同時に、投入資源の拡大に伴い、先行投資リスクの増大が予想されるため、戦略リスクマネジメントを強化

し、投資案件の選別を行います。 

 「再建ＳＢＵ」に位置付けている合成繊維事業のポリエステル繊維は、平成18年４月１日付けで行ったポリエス

テル繊維事業統合の効果を最大限発揮するとともに、不採算品の縮小・撤退や、技術開発も含めた機能製品分野へ

のシフト等を通じた改革を加速させ、可及的速やかな黒字化を図り持続可能な構造への変革を進めます。 

 更に、高水準の投資を推進するなか、引き続き運転資本の効率的活用等に取り組み、財務体質の健全性を維持し

ます。 

（ご参考 ＳＢＵについて） 

 事業ポートフォリオの最適化・強化に向け「企業価値増大への貢献度」と「成長の持続可能性」の切り口で、

各セグメント内のＳＢＵを以下の３区分に分類していますが、各ＳＢＵの中期経営計画での位置付けと、具体的

個別ＳＢＵは以下のとおりです。 

 再建ＳＢＵである「ポリエステル繊維」は可及的速やかに「安定収益ＳＢＵ」への転換を図ります。また、安

定収益ＳＢＵの「ＩＴ」は「成長ＳＢＵ」への転換を目指します。 

＊ 「ＳＢＵ」＝ミッション、経営資源、製品・サービス、顧客、競争相手などによって明確に区分することが 

でき、かつ、独立した戦略・計画を立案すべき事業単位 

(2)事業横断的コーポレート機能の強化 

 帝人グループは、持株会社制のもと、分社化による個別事業競争力の徹底的強化を図っています。これに加え、

持株会社と個別事業との連携によりグループとしての総合力を高めるため、事業横断的コーポレート機能を強化し

ます。 

 「自動車・航空機」、「情報・エレクトロニクス」、「ヘルスケア」そして「環境・エネルギー」という４つの

市場へ重点を置くこととし、各々の市場を担当する執行役員主導で、顧客との連携を強化します。 

 今後成長が期待される市場であるインド・ロシアについては、拠点を設け、生産・販売・研究の基地としての在

り方を検討しており、進出への足がかりとします。 

 また、研究開発の分野では、市場のニーズを的確に把握し、研究活動を重点化します。重点テーマについては、

積極的な資源投入を行うとともに、研究の進捗状況を管理・評価し、早期事業化に繫げます。 

 新事業開発の分野では、重点３テーマ（高熱伝導材料・バイオプラスチック・高機能電子材料）の研究開発・事

業化を推進するとともに、Ｍ＆Ａやアライアンス等の手段による新たな事業機会を追求し、新事業創出に向けた取

り組みを強化します。 

 更に、企業倫理、ＥＳＨ、内部統制等、企業活動におけるリスクマネジメントを徹底し、業務プロセスの点検と

改善により強固なリスク対応体制を整備します。 

  成長ＳＢＵ 安定収益ＳＢＵ 再建ＳＢＵ 

長期的視点での 安定収益と 抜本策による再建実施 

積極的資源投入 キャッシュ・フロー確保 

合成繊維 
パラアラミド繊維、  ―― ポリエステル繊維 

炭素繊維、ＰＥＮ繊維 

化 成 品 

ポリカーボネート、 ポリエステルフィルム、  ―― 

ＰＥＮフィルム、 ポリエステル樹脂 

ＰＥＮ樹脂  

医薬医療 医薬医療  ――  ―― 

流通・リテイル  ―― 流通・リテイル  ―― 

ＩＴ  ―― ＩＴ  ―― 



(3)内部統制システム構築 

 帝人グループでは、企業倫理、コーポレート・ガバナンス、リスクマネジメント、ＣＳＲ(企業の社会的責任)な

どの分野に力を注ぎ、ステークホルダーからの信頼を高めるための施策を行ってきました。 

 内部統制システムの構築については、平成18年５月１日に施行された会社法に基づく「内部統制システム整備に

関する取締役会決議」を平成18年３月に行い、また、平成18年６月に成立した金融商品取引法の中で定められてい

る「財務報告にかかる内部統制の評価と監査」の体制を確立すべく、平成18年４月１日付けでＣＦＯ（グループ財

務責任者）の下に「内部統制推進班」を設置しました。 

 「財務報告の信頼性確保という観点から業務処理のリスクと不効率業務を洗い出すこと」、「洗い出されたリス

クのコントロールの仕組みを確立し、併せて業務効率向上を実現すること」を基本方針として、平成21年３月期か

らの実施を目指し仕組み作りを進めています。 

(4)新たな人材活用制度 

 帝人グループでは、「社員とともに成長します」という企業理念を実現させるべく、全社員のＱＯＬ（クォリテ

ィ・オブ・ライフ）を重視したワーク・ライフ・バランス施策を推進するとともに、社員の多様性を尊重した人財

開発・活用を行っています。 

 平成11年より女性活躍推進に積極的に取り組んできましたが、今後、男性女性双方のワーク・ライフ・バランス

施策が必要となること、年齢や経歴・障害・国籍・人種などに関わらず、社員が活躍できる組織風土へと改革を進

める必要があることなどから、平成19年４月１日付けで帝人クリエイティブスタッフ㈱の「女性活躍推進室」を

「ダイバーシティ推進室」に名称変更しました。今後、更に幅広い活動を展開していきます。 

 また、「2007年問題」と言われるベテラン社員の大量退職期を迎え、ベテラン社員の知識・技能・技術を余すと

ころなく伝承する必要と、それにより次代を担う技術人財の育成を図り、現場力を強化する目的から、「帝人テク

ノカレッジ」を設立し、平成19年４月から開校しました。帝人グループの管理職ＯＢを中心に構成する「教授」

（講師の呼称）により、年間約80名の現場リーダー候補を教育し、今後５年間で約400名の育成を図ります。 

 (5）会社の支配に関する基本方針 

①当社の株主の在り方に関する基本方針 

（会社法施行規則第127条にいう、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針） 

当社の株主の在り方について、当社は、株主は市場での自由な取引を通じて決まるものと考えています。した

がって、株式会社の支配権の移転を伴う買付提案に応じるかどうかの判断も、最終的には株主全体の意思に基づ

き行われるべきものと考えています。 

  しかし、当社株式の大量取得行為や買付提案の中には、「買収の目的や買収後の経営方針等に鑑み、企業価値

ひいては株主共同の利益に対する明白な侵害をもたらすおそれのあるもの」、「株主に株式の売却を事実上強要

するおそれがあるもの」、「当社に、当該買付に対する代替案を提示するために合理的に必要な期間を与えるこ

となく行われるもの」、「当社株主に対して、買付内容を判断するために合理的に必要とされる情報を十分に提

供することなく行われるもの」、「買付の条件等（対価の価額・種類、買付の時期、買付の方法の適法性、買付

の実行の蓋然性等）が当社の本源的価値に鑑み不十分又は不適当なもの」、「当社の持続的な企業価値増大のた

めに必要不可欠な従業員、顧客を含む取引先、債権者などの利害関係者との関係を破壊し、当社の企業価値ひい

ては株主共同の利益に反する重大なおそれをもたらすもの」も想定されます。このような大量取得行為や買付提

案を行う者は、例外的に、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として適当でないと考えています。 

② 基本方針の実現に資する取り組み 

当社では、多数の投資家の皆様に長期的に当社に投資を継続して頂くために、当社の企業価値ひいては株主共

同の利益を向上させるための取り組みとして、次の施策を既に実施しています。これらの取り組みは、上記①の

基本方針の実現にも資するものと考えています。 

ア．「中期経営計画」による企業価値向上への取り組み 

帝人グループは、平成18年度から平成20年度迄の３年間の中期経営計画“STEP UP 2006”において、「飛躍

に向けた事業変革」を行い、持続的企業価値の向上を図っています。中期経営計画では、２つの重点課題をあ

げています。ひとつは、当社の技術・展開力があり、かつ高い成長性・収益性の見込める４市場（自動車・航

空機、情報・エレクトロニクス、ヘルスケア、環境・エネルギー）に重点を置いて、「選択と集中」という考

え方に基づき、中期経営計画の期間中に投入資源の傾斜配分を行います。二つ目は、研究開発を通じた新事業

創出のための、「研究・開発戦略の推進」です。具体的には、持株会社の帝人㈱で行う研究費の投入比率を引

き上げ新規事業の創出・育成に取り組みます。これらにより、“STEP UP 2006”の最終年度である平成20年度

には、営業利益ＲＯＡ（営業利益/総資本）10％以上、ＲＯＥ（当期純利益/自己資本）12％以上、Ｄ／Ｅレシ

オ（有利子負債/自己資本）0.6～0.7の実現を目指します。 



イ．「コーポレート・ガバナンス（企業統治）の強化」による企業価値向上への取り組み 

当社は、企業価値ひいては株主共同の利益向上のために不可欠な仕組みとして、従来より、「コーポレー

ト・ガバナンスの強化」を重要な課題に掲げ取り組んでいます。具体的には、「意思決定、業務執行と監視・

監査機能の分離と強化」、「国内外の有識者による経営全般への助言・提言を通じた『より良い経営、透明性

の高い経営』の遂行と経営トップの評価を目的とした、取締役会の諮問機関としてのアドバイザリー・ボード

の設置」、「コーポレート・ガバナンスに関する具体的な指針である『コーポレート・ガバナンスガイド』の

制定と開示」等の諸施策を実施しています。 

③ 基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための取

り組み（買収防衛策） 

当社は、平成18年６月23日に開催された定時株主総会において株主の承認を受け、当社株式の大量取得行為に

関する対応策（以下、本プランという）を導入しました。本プランの概要は以下のとおりです。 

ア．対象となる買付け 

本プランの対象となる買付は、株式の保有割合が20％以上となる買付け等です。 

イ．買収者との交渉手続き 

買付者には、事前に買付説明書の提供を求め、当社が、情報収集や検討を行う期間を確保した上で、株主の

皆様に当社経営陣の計画や代替案を提示したり、買付者との交渉を行っていくための手続きを定めています。

ウ．買付者が手続きを守らなかった場合の取得条項付新株予約権の割当 

買付者が前記手続きを守らなかった場合などには、独立委員会の勧告に従い、取締役会は、その時点の全て

の株主に対し、保有株式１株につき１個の割合で「取得条項付新株予約権」を無償で割当てることを決議しま

す。 

エ．発動までのプロセスの概要 

独立委員会は、買付者から買付説明書が提出された場合、取締役会に対し、回答期限を最長30日以内とし

て、買付の内容に対する取締役会の意見等を求めることがあります。その後、原則、最長60日間、情報収集・

比較検討等を行います。 

 独立委員会はこれらの情報をもとに、取締役会に対し、本新株予約権の無償割当をするか、無償割当を行わ

ないかの勧告を行います。 

 取締役会は、独立委員会の勧告を尊重しこれに従い最終的に新株予約権の無償割当の実施又は不実施の決議

を行い、決議後速やかに情報開示を行います。 

オ．新株予約権の無償割当の要件 

新株予約権の無償割当は以下のような場合に行われます。 

1)本プランの手続きを守らない場合、 

2)株式を買占め当社に対し高値で買取を要求する場合や、当社の経営を一時的に支配して、資産処分により

一時的な高配当をさせ、株価を吊り上げ売り抜ける行為のような、当社の企業価値ひいては株主共同の利益

に対する明白な侵害をもたらすおそれがある場合、 

3)当社の従業員、顧客を含む取引先等との関係を破壊し、企業価値ひいては株主共同の利益に反する場合等

カ．取得条項付新株予約権の取得と当社株式の交付 

新株予約権に付された取得条項により、当社は買付者以外の株主から新株予約権を取得し、これと引換え

に、新株予約権１個につき、当社株式１株を交付します。 

「当社株式の大量取得行為に関する対応策（買収防衛策）」の詳細については、当社のインターネットホー

ムページ（http://www.teijin.co.jp/）に掲載しています。 

④ 前記取り組みが、基本方針に従い、当社の株主の共同の利益を損なうものではなく、当社の会社役員の地位の維

持を目的とするものではないことについて 

当社では、本プランの設計に際し、以下の諸点を考慮し織り込むことにより、本プランが、基本方針に従い、

当社の企業価値ひいては株主共同の利益に合致するものであり、当社の会社役員の地位の維持を目的とするもの

ではないと考えています。 

ア．株主意思の反映 

1)本プランは、平成18年６月23日に開催された定時株主総会において承認されたこと。 

2)有効期間が平成21年３月期の事業年度に関する定時株主総会の終了の時までに限定されていること。   

3)取締役の任期は１年としており、取締役の選任を通じて株主の意思を反映させることが可能であること。

4)本プランの有効期間の満了前であっても、株主総会において本プランを廃止する旨の決議を行うことがで

きること。 



イ．独立性の高い社外役員の判断の重視 

当社は、本プランの導入にあたり、本プランの発動等の運用に際し、当社取締役会の恣意性を排除し、株主

のための実質的な判断を客観的に行う機関として、独立委員会を設置しました。独立委員会は、当社が独自に

定める独立要件を満足する独立社外取締役又は独立社外監査役のいずれかに該当する者の中から取締役会が選

任した者で構成されています。 

  また、同委員会は、買付説明書その他適切と判断する事項を、株主に情報開示を行うことにより、運営の透

明性を確保します。 

ウ．本プラン発動のための合理的な客観的要件の設定 

本プランは、予め定められた合理的かつ詳細な客観的要件が充足されなければ発動されないように設計され

ており、これにより、当社の会社役員の恣意的な発動を防止します。 

４【経営上の重要な契約等】 

当社及び当社の連結子会社である東邦テナックス㈱は、平成19年５月28日開催の両社の取締役会において、東

邦テナックス㈱を当社の完全子会社とする株式交換を行うことを決議し、株式交換契約を締結しました。 

詳細は、「第５ 経理の状況 １ 中間連結財務諸表等 (1)中間連結財務諸表」の「注記事項（企業結合等関

係）」に記載のとおりです。 

  



５【研究開発活動】 

 帝人グループでは、技術革新が、これからの企業成長の基本であるとの認識の下、新事業創生を目指し研究開発 

活動に積極的な投資を行っています。現在の研究開発拠点は、国内８ヶ所、海外７ヶ所にあり、1,600名余りの研究

者がグローバルに活躍しています。また、グループ技術責任者（ＣＴＯ）の策定する研究技術戦略のもと、基礎研究

を含めたグループ全体に係るコーポレート研究とグループ各社の総合力を生かした開発研究を進めています。 

 事業の持続的発展のため、成長が見込まれる「自動車・航空機」「情報・エレクトロニクス」「ヘルスケア」そし

て「環境・エネルギー」の注力４市場に研究開発資源を集中させ、競争力や創造力のある研究開発を推進していま

す。ＣＴＯはグループマーケティング責任者（ＣＭＯ）との連携のもとで、その研究開発の成果を新規事業に結びつ

ける展開を行っています。一方、社外の大学や研究機関との共同研究や包括連携を積極的に行い、先端技術の取り込

みや自社独自技術との融合を図り、中長期的な研究開発の基盤強化を図っています。 

 更に、企業理念を体現するコーポレートブランド“Human Chemistry, Human Solutions”を反映した先進的な研究

開発と独創的なビジネスモデルの構築の推進を行っています。帝人グループでは「環境経営」を推し進めています。

研究開発から製造技術開発に至るまで、環境配慮設計に基づく製品開発やプロセス開発を展開しています。完全循環

型ポリエステル製品のケミカルリサイクルは帝人が世界で初めて実用化しました。石油原料に代わるバイオ原料をベ

ースとした高性能なバイオプラスチック（ポリ乳酸）の開発やバイオメタノールの生産技術開発、リチウムバッテリ

ーの安全性を向上させる新規の電池セパレータなどの開発に取り組んでいます。 

当中間連結会計期間の研究開発費は175億円(前年同期比12億円増)でした。 

事業セグメントごとの研究開発活動の概要は、次のとおりです。 

  合成繊維事業 ：ポリエステル繊維分野や高機能繊維分野のアラミド繊維や炭素繊維等の各分野で、新機 

   能、高付加価値、環境への配慮を意識しつつ研究開発に取り組んでいます。 

   ポリエステル繊維分野の帝人ファイバー㈱では、環境対応技術や機能繊維素材への絞込み

   と、新規独自分野の展開を柱に、ポリエステル素材の研究と商品開発を推進しています。

   環境素材として、自動車内装に使用可能な品質と耐久性を有する「バイオフロントＴＭ」 

   （耐熱性バイオプラスチック）繊維を100％使用した自動車用シートファブリックの開発 

   に世界で初めて成功し、「第40回東京モーターショー2007」で公開しました。また、快 

   適素材として、疎水性のポリエステルの“静電気を帯びやすい”という弱点を高度なポリ

   マー開発技術と極細製糸技術を駆使することで克服した、高性能耐久制電新素材「ビーウ

   ェル®」を開発し、繊細な外観を有するテキスタイルを上市しました。産業繊維では、戦 

   略素材「テオネックス®」（ＰＥＮ：ポリエチレンナフタレート）繊維がタイヤコード分 

   野で従来のキャッププライ用途に加え、カーカスプライ用途で初めて採用されました。 

   短繊維関連では繊維を垂直（縦）方向に配向させる不織布製造設備「Ｖ－Ｌａｐ」を導入

   し、高弾性で軽量な高機能不織布の本格展開を開始しました。 

   高機能繊維分野では、帝人テクノプロダクツ㈱において、メタアラミド繊維「コーネック

   ス®」で、次世代高性能消防服の開発や生産性向上技術の開発を行いました。パラアラミ 

   ド繊維「テクノーラ®」では生産性向上技術の開発を、また、パラアラミド繊維「トワロ 

   ン®」では新規高性能パルプの用途開発を継続しています。また、ナノテクノロジーを用 

   いた高性能化・高機能化の研究も引き続き推進しています。さらに海外では、Teijin  

   Aramid B.V.でタイヤの性能や経済性を大幅に向上させるゴム用補強材「サルフロン®」を

   開発し、現在実用化に向けた検討を継続しています。東邦テナックス㈱では炭素繊維「テ

   ナックス®」で、高強度・高弾性率等の優れた機械特性を発揮させる技術開発、電気伝導 

   性・耐食性等の特徴を応用した材料開発、コンポジット技術開発や航空機・自動車・ロボ

   ット用部材等の用途開発に努めています。 

   当事業に係る研究開発費は52億円です。 

   化成品事業  ：フィルム分野では、ポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）・ポリエチレンナフタレー  

 ト （ＰＥＮ）フィルムを中心とした高機能・高性能フィルムの開発を行っています。液 

 晶ディスプレイ、プラズマディスプレイを中心としたフラットパネルディスプレイ（ＦＰ

 Ｄ）用新規高機能フィルム及び加工品の開発、大容量化が加速されるデータストレージ分

 野での高性能ベースフィルムの開発、環境負荷低減を重視した新規工業用・包装用フィル

 ムの開発に注力しています。また、ＰＥＮフィルム「テオネックス®」、易成形フィルム 

 「テフレックス®」のＩＴ、自動車分野での用途拡大、超多層フィルムの装飾・意匠用、 

 偽造防止用途拡大を推進しています。 



 グループ各社に共通する合成化学や高分子分野での研究開発基盤を強化し、新規事業の創出を目指していま

す。環境分野での材料開発として実用化研究を進めてきた耐熱性バイオプラスチックを帝人グループの統一ブラ

ンドとして「バイオフロントTM」と定め、今後、グループを挙げて具体的に市場展開を図っていくこととしまし

た。また、植物由来成分含有のポリカーボネート系新規素材の開発に成功しました。更に、独自開発技術(鈴状構

造体)・導入技術(各種水浄化技術)をベースとしたリサイクル型水処理ソリューション事業への早期参入を図るべ

く、ＷＰＴ事業推進班を設置し、活動を開始しました。エレクトロニクス分野では、高熱伝導材料「ラヒーマ®」

を重点プロジェクトに指定し、早期の事業化を目指しています。また、フレキシブルディスプレイ用の基板開発

にも着手しています。ヘルスケア分野では、先端バイオ等の領域での基礎研究に取り組んでいます。一方、長谷

川研究室で先端フィルム製膜技術や高性能フィルム材料の開発を進めています。そして、山口県岩国市に将来を

担う新技術創出及び新素材の開発拠点を平成20年完成予定で建設中です。 

 これらの、持株会社である帝人㈱で行うコーポレート研究（グループ共通の基礎研究及び新事業・新製品創出）

に係る研究開発費は22億円です。これらの費用については、各事業への配賦は行わずに「消去又は全社」に表示

しています。 

   樹脂分野では、ポリカーボネート樹脂「パンライト®」の改良改質、成形加工技術、新規ポ

リマーの開発及びフィルム・シート押出加工技術の研究を行っています。平成19年７月に営

業運転を開始した新幹線の最新鋭車両「Ｎ700系」に、帝人化成㈱の特殊ポリカーボネート

樹脂製の窓が採用されました。特殊ＰＣ樹脂の開発及び超大型射出プレス成形技術を確立

し、現在三原工場にて最新鋭の大型射出プレス成形機で商業生産を行っています。また、自

動車向けでは、軽量化ニーズが高まる中、ポリカーボネート樹脂による自動車窓の樹脂化の

開発を行っています。プラスチックステクニカルセンターに設置している世界最大級の射出

プレス２色成形機で、自動車窓と枠材の一体成形技術の確立に取り組んでおり、部品点数の

削減によるコストダウンを目的とした顧客提案型の開発に注力しています。光学ディスクで

は、帝人グループの高品質製造技術により、次世代光ディスク（ブルーレイ, HD DVD）に採

用されており、更に次々世代光ディスクの研究に取り組んでいます。ポリカーボネートフィ

ルムでは、従来の溶剤を用いたキャスト法から低コストで製造できる溶融押出技術の開発を

行っており、ブルーレイディスクのカバーフィルム、位相差フィルム・新規光学フィルムの

早期実現化に向けて開発中です。平成19年７月には、顧客ニーズにタイムリーに対応するた

め松山工場内に新実験棟を完成し、更に研究開発の充実に努めています。 

 当事業に係る研究開発費は33億円です。 

医薬医療事業 ：医薬品分野では、骨・関節領域、呼吸器領域、代謝・循環器領域の３分野に新薬研究の重点

をおき、自社研究開発ならびに国内外の大学・研究機関・製薬会社等との共同研究・開発を

積極的に行っています。平成19年４月には喘息治療用吸入ステロイド剤「オルベスコ®」の

製造販売承認を取得し、６月から販売を開始しました。また、平成19年８月には、中外製薬

㈱と糖尿病治療薬の共同開発契約を締結し、開発を推進しています。更に、平成19年９月に

は日産化学工業㈱と共同開発している心房細動・粗動治療予防薬の第Ⅰ相臨床試験を開始し

ました。                                      

在宅医療分野では、平成19年４月に新規酸素濃縮器「ハイサンソ®２Ｕ」の製造販売認証を

取得し、６月に上市しました。今後も、より安全性と操作性の向上した新規医療機器の開

発・導入と共に、新たな在宅医療分野の創出に向けた研究開発を継続していきます。   

当事業に係る研究開発費は67億円です。 

流通・リテイル

事業 

：ＮＩ帝人商事㈱を中心に新製品の企画開発を主とする研究開発を行っています。多様化・細

分化する市場ニーズに沿った新製品開発のために、試験反作成、品質調査、物性テスト等の

試作試験を実施しています。 

当事業に係る研究開発費は１億円です。 

ＩＴ・新事業他 ：ＩＴ分野では、バイオ・ヘルスケア及び企業向けソリューション提供領域で、先端技術の研

究開発を継続的に行うとともに、帝人グループの技術的な競争力強化を図るコア技術とし

て、言語理解技術についてのコーポレート研究開発活動を推進しました。 

エンジニアリング分野では、帝人エンジニアリング㈱において、省エネ分野で環境事業関連

の開発を進めています。 

当事業に係る研究開発費は１億円です。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

(1）重要な設備計画の完了 

 前連結会計年度末において、計画中または実施中であった重要な設備の新設等のうち、当中間連結会計期間に完

了したものはありません。 

(2）重要な設備の新設等 

当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設の計画は次のとおりです。 

 （注） 上記の金額には、消費税等を含んでいません。 

(3）重要な設備の除却等 

 特記すべき事項はありません。 

会社名 
事業所名 

（所在地） 

事業の 
種類別 

セグメン
トの名称 

設備の 
内容 

投資予定額 
資金調達 

方法 
着手年月 

完成予定 
年月 

完成後の 
増加能力 総額 

(百万円) 
既支払額 
(百万円) 

Toho Tenax Europe GmbH 
Oberbruch 

(GERMANY) 
合成繊維 

炭素繊維

製造設備 
8,200 0 借入 

平成19年 

10月 

平成21年 

８月 

1,700トン/ 

年増加 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注） 平成19年12月１日から、この半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行された株式数は含まれて

いません。 

種類 発行可能株式総数 

普通株式 3,000,000,000株 

計 3,000,000,000株 

種類 
中間会計期間末現在 

発行数（株） 
（平成19年９月30日） 

提出日現在発行数
（株） 

（平成19年12月13日）

上場金融商品取引所
名または登録認可金
融商品取引業協会名 

内容 

普通株式 984,733,665 984,733,665 

東京証券取引所 

市場第一部 

大阪証券取引所 

市場第一部 

完全議決権株式であり、権利

内容に何ら限定のない当社に

おける標準となる株式 

計 984,733,665 984,733,665 － － 



(2）【新株予約権等の状況】 

新株予約権 

（旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権の付与） 

株主総会の特別決議日 平成15年６月21日 

  
中間会計期間末現在 
（平成19年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年11月30日） 

新株予約権の数（個） 40 (注)２ 同左 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）  － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 40,000 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり 304 (注)１ 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成17年７月２日 

至 平成20年７月１日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場

合の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格     304 

資本組入額    152 
同左 

新株予約権の行使の条件 

新株予約権者は、当社の取締役、執行

役員もしくは理事または当社の連結子

会社もしくは重要な関連会社の取締役

のうち、いずれの地位も退いた後にお

いても、新株予約権割当契約に定めた

条件により権利喪失しない限り新株予

約権を行使することができる。 

新株予約権者が死亡した場合、新株予

約権者の相続人（代襲者及びいわゆる

再代襲者を含む。）のみが一代限りに

おいて新株予約権を行使することのみ

を認める。ただし、当該相続人による

行使は、新株予約権割当契約に定めた

ところに従うことを条件とする。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権の譲渡、質入は認めない。 同左 

代用払込みに関する事項 ―――――― ―――――― 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に

関する事項 
―――――― ―――――― 



株主総会の特別決議日 平成16年６月23日 

  
中間会計期間末現在 
（平成19年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年11月30日） 

新株予約権の数（個） 200 (注)２ 同左 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －  － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 200,000 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり 405 (注)１ 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成18年７月３日 

至 平成21年７月２日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場

合の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格     405 

資本組入額    203 
同左 

新株予約権の行使の条件 

新株予約権者は、当社の取締役、執行

役員もしくは理事または当社の連結子

会社もしくは重要な関連会社の取締役

のうち、いずれの地位も退いた後にお

いても、新株予約権割当契約に定めた

条件により権利喪失しない限り新株予

約権を行使することができる。 

新株予約権者が死亡した場合、新株予

約権者の相続人（代襲者及びいわゆる

再代襲者を含む。）のみが一代限りに

おいて新株予約権を行使することのみ

を認める。ただし、当該相続人による

行使は、新株予約権割当契約に定めた

ところに従うことを条件とする。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権の譲渡、質入は認めない。 同左 

代用払込みに関する事項 ―――――― ―――――― 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に

関する事項 
 ――――――   ――――――  



株主総会の特別決議日 平成17年６月23日 

  
中間会計期間末現在 
（平成19年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年11月30日） 

新株予約権の数（個） 390 (注)２ 同左 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －  － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 390,000 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり 515 (注)１ 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成19年７月５日 

至 平成22年７月４日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場

合の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格     515 

 資本組入額    258  
同左 

新株予約権の行使の条件 

新株予約権者は、当社の取締役、執行

役員もしくは理事または当社の子会社

もしくは重要な関連会社の取締役及び

重要な使用人のうち、いずれの地位も

退いた後においても、新株予約権割当

契約に定めた条件により権利喪失しな

い限り新株予約権を行使することがで

きる。 

新株予約権者が死亡した場合、新株予

約権者の相続人（代襲者及びいわゆる

再代襲者を含む。）のみが一代限りに

おいて新株予約権を行使することのみ

を認める。ただし、当該相続人による

行使は、新株予約権割当契約に定めた

ところに従うことを条件とする。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権の譲渡、質入は認めない。 同左 

代用払込みに関する事項 ―――――― ―――――― 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に

関する事項 
―――――― ―――――― 



（会社法第238条第２項及び第240条第１項の規定に基づく新株予約権の付与） 

取締役会の決議日 平成18年６月23日 

  
中間会計期間末現在 
（平成19年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年11月30日） 

新株予約権の数（個） 144 (注)２ 同左 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）  － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 144,000  同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり １ 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成18年７月10日 

至 平成38年７月９日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場

合の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格     663 

資本組入額    332 
同左 

新株予約権の行使の条件 

①当社の取締役または執行役員及び理事

の地位を有する者に割当てられた新株予

約権についてその新株予約権者は、上記

行使期間内において、当該当社の取締役

または執行役員及び理事として割当てを

受けた者が当社、当社子会社及び当社関

連会社のいずれの取締役または執行役員

及び理事の地位をも喪失した時（以下、

「権利行使開始日」という。）以降、権

利行使開始日から５年間に限り新株予約

権を行使できるものとする。 

②上記①に関わらず、新株予約権者は以

下のア）またはイ）に定める場合には、

それぞれに定める期間内に限り新株予約

権を行使できるものとする。 

ア）新株予約権者が平成37年７月９日に

至るまでに権利行使開始日を迎えなかっ

た場合 

平成37年７月10日から平成38年７月９日

イ）当社が消滅会社となる合併契約承認

の議案、または当社が完全子会社となる

株式交換契約若しくは株式移転計画承認

の議案につき当社株主総会で承認された

場合（株主総会決議が不要な場合は、当

社の取締役会決議の決定がなされた場

合） 

当該承認日の翌日から15日間 

③新株予約権者がその有する募集新株予

約権を行使することができなくなったと

きに該当する事項、及び、新株予約権者

が死亡した場合の新株予約権の相続に関

する事項等については、当社と新株予約

権者との間で締結した「新株予約権割当

契約」に別途定めるものとする。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権の譲渡、質入は認めない。 同左 

代用払込みに関する事項 ―――――― ―――――― 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に

関する事項 
―――――― ―――――― 



 （注）１ 新株予約権発行後、当社が株式分割または時価を下回る価額で新株発行を行う場合は、次の算式により行使

価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

２ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株である。 

取締役会の決議日 平成19年６月20日 

  
中間会計期間末現在 
（平成19年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年11月30日） 

新株予約権の数（個） 207 (注)２ 同左 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）  －  － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 207,000  同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり １ 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成19年７月５日 

至 平成39年７月４日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場

合の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格     610 

資本組入額    305 
同左 

新株予約権の行使の条件 

①当社の取締役または執行役員及び理事

の地位を有する者に割当てられた新株予

約権についてその新株予約権者は、上記

行使期間内において、当該当社の取締役

または執行役員及び理事として割当てを

受けた者が当社、当社子会社及び当社関

連会社のいずれの取締役または執行役員

及び理事の地位をも喪失した時（以下、

「権利行使開始日」という。）以降、権

利行使開始日から５年間に限り新株予約

権を行使できるものとする。 

②上記①に関わらず、新株予約権者は以

下のア）またはイ）に定める場合には、

それぞれに定める期間内に限り新株予約

権を行使できるものとする。 

ア）新株予約権者が平成38年７月４日に

至るまでに権利行使開始日を迎えなかっ

た場合 

平成38年７月５日から平成39年７月４日

イ）当社が消滅会社となる合併契約承認

の議案、または当社が完全子会社となる

株式交換契約若しくは株式移転計画承認

の議案につき当社株主総会で承認された

場合（株主総会決議が不要な場合は、当

社の取締役会決議の決定がなされた場

合） 

当該承認日の翌日から15日間 

③新株予約権者がその有する募集新株予

約権を行使することができなくなったと

きに該当する事項、及び、新株予約権者

が死亡した場合の新株予約権の相続に関

する事項等については、当社と新株予約

権者との間で締結した「新株予約権割当

契約」に別途定めるものとする。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権の譲渡、質入は認めない。 同左 

代用払込みに関する事項 ―――――― ―――――― 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に

関する事項 
 ――――――  ―――――― 

        既発行

株式数
＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後権利行使価額 ＝ 調整前権利行使価額 ×
１株当たり時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



(3）【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

（注）１ 新株予約権の行使による増加です。 

２ 東邦テナックス㈱との株式交換：交換比率１：1.15、発行価格 677.8円、資本組入額 ０円 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（株） 

発行済株式 
総数残高
（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金 
残高 

（百万円） 

平成19年４月１日～ 

平成19年９月30日 

 (注)１ 

109,000 928,407,872 24 70,812 24 63,143 

平成19年９月１日 

 (注)２ 
56,325,793 984,733,665 － 70,812 38,177 101,320 



(5）【大株主の状況】 

 （注）１ 上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりです。 

２ バークレイズ・グローバル・インベスターズ信託銀行㈱及び共同保有者６社より、当中間会計期間中に大量

保有報告書の提出があり（報告義務発生日 平成19年９月24日）、次のとおり株式を所有している旨報告を

受けていますが、当中間会計期間末現在における当該法人名義の実質所有株式数の確認ができませんので、

上記「大株主の状況」では考慮していません。 

  平成19年９月30日現在

氏名または名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する 

所有株式数 
の割合（％） 

日本マスタートラスト信託銀行㈱ 東京都港区浜松町２－11－３ 69,443 7.05 

日本トラスティ・サービス信託銀行㈱ 東京都中央区晴海１－８－11 56,078 5.69 

日本生命保険(相) 東京都千代田区丸の内１－６－６ 44,563 4.53 

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２－７－１ 34,489 3.50 

ステートストリートバンクアンド 

トラストカンパニー505103 

（常任代理人 ㈱みずほコーポレート 

銀行） 

P.O. BOX 351 BOSTON 

MASSACHUSETTS 02101 U.S.A. 

（東京都中央区日本橋兜町６－７） 

23,326 2.37 

全国共済農業協同組合連合会 

 （常任代理人 日本マスタートラスト 

信託銀行㈱） 

東京都千代田区平河町２－７－９ 

（東京都港区浜松町２－11－３） 
21,575 2.19 

資産管理サービス信託銀行㈱ 東京都中央区晴海１－８－12 
20,152 2.05 

メロンバンクエヌエーアズエージェント 

フォーイッツクライアントメロン 

オムニバスユーエスペンション 

（常任代理人 香港上海銀行） 

ONE BOSTON PLACE BOSTON, 

MA 02108 

（東京都中央区日本橋３－11－１） 

15,331 1.56 

大同生命保険㈱ 

（常任代理人 日本トラスティ・サー 

  ビス信託銀行㈱） 

大阪市西区江戸堀１－２－１ 

（東京都中央区晴海１－８－11） 
12,319 1.25 

ザチェースマンハッタンバンクエヌエイ 

ロンドンエスエルオムニバスアカウント 

 （常任代理人 ㈱みずほコーポレート 

 銀行） 

 WOOLGATE HOUSE, COLEMAN  

STREET LONDON EC2P 2HD,  

ENGLAND 

（東京都中央区日本橋兜町６－７） 

12,190 1.24 

計 － 309,470 31.43 

日本マスタートラスト信託銀行㈱ 69,443千株

日本トラスティ・サービス信託銀行㈱ 56,078千株

資産管理サービス信託銀行㈱ 20,152千株

氏名または名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合 

（％） 

バークレイズ・グロー

バル・インベスターズ

信託銀行㈱ 

及び共同保有者６社 

東京都渋谷区広尾１－１－39 54,592 5.54 



３ モルガン・スタンレー証券㈱及び共同保有者８社より、当中間会計期間中に大量保有報告書の提出があ

  り（報告義務発生日 平成19年９月28日）、次のとおり株式を所有している旨報告を受けていますが、

  当中間会計期間末現在における当該法人名義の実質所有株式数の確認ができませんので、上記「大株主

  の状況」では考慮していません。 

氏名または名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合 

（％） 

モルガン・スタンレー

証券㈱ 

及び共同保有者８社 

東京都渋谷区恵比寿４－20－３ 75,756 7.69 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）１ 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が、25,000株（議決権25 

個）含まれています。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には当社所有の自己株式78株が含まれています。 

②【自己株式等】 

 （注） 上記のほか、株主名簿上は当社名義となっていますが、実質的に所有していない株式が1,000株（議決権１ 

個）あります。 

なお、当該株式数は上記①「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」欄に含まれています。 

  平成19年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 

（自己保有株式） 

普通株式   177,000 
－ 

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式 

（相互保有株式） 

普通株式   345,000 
－ 同上 

完全議決権株式（その他） 普通株式 975,086,000 975,086 同上 

単元未満株式 普通株式   9,125,665 － 同上 

発行済株式総数 984,733,665 － － 

総株主の議決権 － 975,086 － 

  平成19年９月30日現在

所有者の氏名 
または名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数
（株） 

他人名義 
所有株式数
（株） 

所有株式数の 
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％) 

（自己保有株式） 

帝人株式会社 

大阪市中央区南本町

一丁目６番７号 
177,000 － 177,000 0.02 

（相互保有株式） 

五十嵐貿易株式会社 

横浜市中区相生町 

六丁目113 
345,000 － 345,000 0.04 

計 － 522,000 － 522,000 0.05 



２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものです。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 668 694 681 681 648 585 

最低（円） 609 622 643 614 551 522 



第５【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しています。 

 なお、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則

に基づき、当中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規

則に基づいて作成しています。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しています。 

 なお、前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成しています。 

２ 監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日

まで）の中間連結財務諸表及び前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間財務諸表につ

いて、ならびに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間連結会計期間（平成19年４月１日から

平成19年９月30日まで）の中間連結財務諸表及び当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の

中間財務諸表について、あずさ監査法人による中間監査を受けています。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

    
前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金     36,166 30,567   28,375 

２ 受取手形及び売掛金 ※８   200,003 213,288   208,413 

３ たな卸資産     146,298 167,644   141,095 

４ 短期貸付金     3,504 2,373   2,803 

５ 繰延税金資産     12,801 9,491   11,289 

６ その他の流動資産     21,942 25,534   26,894 

７ 貸倒引当金     △1,396 △1,913   △1,462 

流動資産合計     419,321 43.3 446,985 41.7   417,409 41.7

Ⅱ 固定資産           

１ 有形固定資産 
※１ 
※２ 
※３ 

        

(1）建物及び構築物   80,762   86,180 84,435   

(2）機械装置及び 
運搬具 

  171,790   200,055 208,056   

(3）土地   48,514   48,098 47,764   

(4）建設仮勘定   39,243   41,387 22,742   

(5）その他の 
有形固定資産 

  17,147 357,459 17,518 393,240 16,632 379,631 

２ 無形固定資産           

(1）ソフトウェア等   23,208   22,766 22,705   

(2) のれん   23,825 47,033 59,217 81,983 31,049 53,754 

３ 投資その他の資産           

(1）投資有価証券 
※２ 
※４ 

108,773   110,132 111,610   

(2）長期貸付金   2,756   4,075 3,097   

(3）前払年金費用   12,112   14,721 13,645   

(4）繰延税金資産   1,470   2,130 2,079   

(5）その他の 
投資その他の資産 

※２ 
※４ 

22,450   22,317 22,383   

(6）貸倒引当金   △2,612 144,951 △3,691 149,685 △3,694 149,121 

固定資産合計     549,444 56.7 624,909 58.3   582,507 58.3

資産合計     968,766 100.0 1,071,895 100.0   999,917 100.0 

            

 



    
前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）                     

Ⅰ 流動負債                     

１ 支払手形及び買掛金 
※２ 

※８ 
  125,334     153,173     139,405   

２ 短期借入金 ※２   69,172     73,860     65,100   

３ １年内返済長期借入金     18,498     14,988     16,540   

４ コマーシャルペーパー     78,000     84,000     75,000   

５ １年内償還社債     36,219     47,260     36,733   

６ 未払法人税等     19,508     5,265     17,313   

７ 繰延税金負債     －     1     1   

８ 未払費用     21,070     21,174     23,906   

９ 値引割戻引当金     374     422     627   

10 完成工事補償引当金     322     104     192   

11 返品調整引当金     40     41     65   

12 損害補償損失引当金     －     320     －   

13 その他の流動負債     50,647     47,975     51,859   

流動負債合計     419,188 43.3   448,589 41.9   426,747 42.7 

Ⅱ 固定負債                   

１ 社債     43,841     22,117     49,933   

２ 長期借入金     55,992     90,884     52,171   

３ 退職給付引当金     17,447     17,741     17,852   

４ 役員退職慰労引当金     1,380     1,665     1,653   

５ 持分法適用に伴う負債     5     663     863   

６ 繰延税金負債     33,444     31,505     33,113   

７ その他の固定負債     9,411     10,172     9,844   

固定負債合計     161,522 16.7   174,750 16.3   165,433 16.5 

負債合計     580,711 60.0   623,339 58.2   592,181 59.2 

（純資産の部）                     

Ⅰ 株主資本                     

１ 資本金     70,787 7.3   70,812 6.6   70,787 7.1 

２ 資本剰余金     63,162 6.5   101,328 9.5   63,137 6.3 

３ 利益剰余金     182,325 18.8   202,668 18.9   196,899 19.7 

４ 自己株式     △129 △0.0   △118 △0.0   △87 △0.0 

株主資本合計     316,146 32.6   374,692 35.0   330,737 33.1 

Ⅱ 評価・換算差額等                     

１ その他有価証券評価
差額金 

    39,808 4.1   38,897 3.6   40,268 4.0 

２ 繰延ヘッジ損益     △9 △0.0   34 0.0   36 0.0 

３ 為替換算調整勘定     △9,716 △1.0   1,647 0.1   △4,289 △0.4 

評価・換算差額等合計     30,082 3.1   40,579 3.7   36,015 3.6 

Ⅲ 新株予約権     96 0.0   221 0.0   96 0.0 

Ⅳ 少数株主持分     41,729 4.3   33,062 3.1   40,886 4.1 

純資産合計     388,055 40.0   448,555 41.8   407,736 40.8 

負債純資産合計     968,766 100.0   1,071,895 100.0   999,917 100.0 

            



②【中間連結損益計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     488,825 100.0   509,723 100.0   1,009,586 100.0 

Ⅱ 売上原価 
※１ 
※３ 

  360,505 73.7   382,599 75.1   750,849 74.4 

売上総利益     128,320 26.3   127,123 24.9   258,736 25.6 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 
※２ 
※３ 

  89,535 18.4   94,092 18.4   183,675 18.2 

営業利益     38,784 7.9   33,031 6.5   75,061 7.4 

Ⅳ 営業外収益                     

１ 受取利息   377     282     729     

２ 受取配当金   622     744     993     

３ 為替差益   689     666     998     

４ 雑益   557 2,247 0.5 592 2,285 0.4 1,229 3,951 0.4 

Ⅴ 営業外費用                     

１ 支払利息   4,841     5,384     9,481     

２ 持分法による投資 
損失 

  89     10     3,973     

３ 雑損   2,174 7,105 1.5 2,620 8,014 1.6 5,064 18,518 1.8 

経常利益     33,926 6.9   27,301 5.3   60,493 6.0 

Ⅵ 特別利益                     

１ 固定資産売却益 ※４ 117     1,143     5,615     

２ 投資有価証券売却益   97     415     759     

３ 貸倒引当金戻入額   184     36     143     

４ 訴訟和解金   93     －     －     

５ 収用による移転補償
収入 

  －     －     2,550     

６ 保険差益   －     －     1,468     

７ その他の特別利益   93 586 0.1 113 1,709 0.3 468 11,005 1.1 

Ⅶ 特別損失                     

１ 固定資産処分損 ※５ 709     725     2,746     

２ 固定資産売却損 ※６ 31     21     121     

３ 投資有価証券評価損   50     145     235     

４ 貸倒引当金繰入額   29     8     654     

５ 構造改善費用 ※７ 1,661     －     3,113     

６ 異常操業損失 ※８ 811     1,468     1,709     

７ 減損損失 ※９ 253     4,620     1,122     

８ 環境対策費用 ※10 117     742     366     

９ たな卸資産評価損   642     490     －     

10 その他の特別損失   133 4,440 0.9 661 8,885 1.7 2,953 13,023 1.3 

税金等調整前中間
（当期）純利益 

    30,071 6.1   20,126 3.9   58,474 5.8 

法人税、住民税 
及び事業税 

  7,189     7,513     15,527     

過年度法人税等 
戻入額 

※11 △2,876     －     △2,917     

法人税等調整額   5,004 9,316 1.9 1,048 8,561 1.7 8,198 20,807 2.1 

少数株主利益(△)     (△)1,570 △0.3   (△)688 △0.1   (△)3,542 △0.3 

中間(当期)純利益     19,184 3.9   10,876 2.1   34,124 3.4 

                      



③【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）             

 （注） 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目です。 

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高 

        （百万円） 
70,787 63,132 167,049 △236 300,732

中間連結会計期間中の変動額           

剰余金の配当（注）     △3,711   △3,711

役員賞与（注）       △198   △198

中間純利益       19,184   19,184

自己株式の取得       △58 △58

自己株式の処分   30   165 195

株主資本以外の項目の中間

連結会計期間中の変動額

（純額）    

          

中間連結会計期間中の変動額

合計      （百万円） 
－ 30 15,275 106 15,413

平成18年９月30日 残高 

        （百万円） 
70,787 63,162 182,325 △129 316,146

  

評価・換算差額等 

新株予約権 少数株主持分 純資産合計その他 

有価証券 

評価差額金 

繰延 

ヘッジ損益

為替換算 

調整勘定 

評価・換算

差額等合計

平成18年３月31日 残高 

        （百万円） 
46,922 － △9,046 37,876 － 37,042 375,651

中間連結会計期間中の変動額               

剰余金の配当（注）             △3,711

役員賞与（注）             △198

中間純利益               19,184

自己株式の取得             △58

自己株式の処分             195

株主資本以外の項目の中間

連結会計期間中の変動額

（純額）     

△7,113 △9 △670 △7,794 96 4,687 △3,009

中間連結会計期間中の変動額

合計      （百万円） 
△7,113 △9 △670 △7,794 96 4,687 12,403

平成18年９月30日 残高 

        （百万円） 
39,808 △9 △9,716 30,082 96 41,729 388,055



当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日）             

（注） 内訳は以下のとおりです。 

     ストック・オプションの行使に伴う新株の発行  資本金     24百万円 

                            資本剰余金   24百万円 

     株式交換に伴う新株の発行           資本剰余金 38,177百万円 

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成19年３月31日 残高 

        （百万円） 
70,787 63,137 196,899 △87 330,737

中間連結会計期間中の変動額           

 新株の発行（注） 24 38,202     38,227

剰余金の配当     △5,104   △5,104

中間純利益       10,876   10,876

その他      △2   △2

自己株式の取得       △77 △77

自己株式の処分   △11   46 35

株主資本以外の項目の中間

連結会計期間中の変動額

（純額）    

          

中間連結会計期間中の変動額

合計      （百万円） 
24 38,191 5,769 △30 43,954

平成19年９月30日 残高 

        （百万円） 
70,812 101,328 202,668 △118 374,692

  

評価・換算差額等 

新株予約権 少数株主持分 純資産合計その他 

有価証券 

評価差額金 

繰延 

ヘッジ損益

為替換算 

調整勘定 

評価・換算

差額等合計

平成19年３月31日 残高 

        （百万円） 
40,268 36 △4,289 36,015 96 40,886 407,736

中間連結会計期間中の変動額               

 新株の発行（注）             38,227

剰余金の配当             △5,104

中間純利益               10,876

その他             △2

自己株式の取得             △77

自己株式の処分             35

株主資本以外の項目の中間

連結会計期間中の変動額

（純額）     

△1,370 △2 5,937 4,564 124 △7,824 △3,135

中間連結会計期間中の変動額

合計      （百万円） 
△1,370 △2 5,937 4,564 124 △7,824 40,819

平成19年９月30日 残高 

        （百万円） 
38,897 34 1,647 40,579 221 33,062 448,555



前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）        

 （注）１ 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目です。 

    ２ 英国会計基準に基づく退職給付債務の数理計算上の差異の処理等による剰余金の変動です。 

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高 

        （百万円） 
70,787 63,132 167,049 △236 300,732

連結会計年度中の変動額           

剰余金の配当（注）１     △3,711   △3,711

剰余金の配当     △4,176   △4,176

役員賞与（注）１       △198   △198

当期純利益       34,124   34,124

在外関係会社過年度 

税効果調整に伴う増加高 
    2,971   2,971

その他（注）２     839   839

自己株式の取得       △133 △133

自己株式の処分   5   282 288

株主資本以外の項目の連結会

計年度中の変動額（純額）  
          

連結会計年度中の変動額合計 

        （百万円） 
－ 5 29,849 149 30,004

平成19年３月31日 残高 

        （百万円） 
70,787 63,137 196,899 △87 330,737

  

評価・換算差額等 

新株予約権
少数株主 

持分 
純資産合計その他 

有価証券 

評価差額金 

繰延 

ヘッジ損益

為替換算 

調整勘定 

評価・換算

差額等合計

平成18年３月31日 残高 

        （百万円） 
46,922 － △9,046 37,876 － 37,042 375,651

連結会計年度中の変動額               

剰余金の配当（注）１             △3,711

剰余金の配当             △4,176

役員賞与（注）１             △198

当期純利益               34,124

在外関係会社過年度 

税効果調整に伴う増加高 
            2,971

その他（注）２             839

自己株式の取得             △133

自己株式の処分             288

株主資本以外の項目の連結会

計年度中の変動額（純額）  
△6,654 36 4,756 △1,861 96 3,844 2,079

連結会計年度中の変動額合計 

        （百万円） 
△6,654 36 4,756 △1,861 96 3,844 32,084

平成19年３月31日 残高 

        （百万円） 
40,268 36 △4,289 36,015 96 40,886 407,736



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

    

前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度の 

要約連結キャッシュ・ 

フロー計算書 

(自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日) 

区分 
注記 

番号 
金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー         

１ 税金等調整前中間（当期）純利益   30,071 20,126 58,474 

２ 減価償却費及びのれん償却額   25,030 29,019 54,008 

３ 減損損失   253 4,620 1,122 

４ 退職給付引当金の増減額（減少：△)   △202 △299 7 

５ 貸倒引当金の増減額（減少：△）   △935 326 115 

６ 受取利息及び受取配当金   △999 △1,027 △1,723 

７ 支払利息   4,841 5,384 9,481 

８ 持分法による投資損益（利益：△）   89 10 3,973 

９ 固定資産売却・処分損益（利益：△）   623 △396 △2,746 

10 収用による移転補償収入    － － △2,550 

11 投資有価証券売却損益（利益：△）   △97 △410 153 

12 投資有価証券評価損   50 145 235 

13 売上債権の増減額（増加：△）   △6,594 △124 △10,900 

14 たな卸資産の増減額（増加：△）   △16,267 △22,917 △7,704 

15 仕入債務の増減額（減少：△）   14,915 9,671 25,145 

16 その他   △1,389 △623 △8,222 

小計   49,387 43,505 118,872 

17 利息及び配当金の受取額   1,215 1,235 2,838 

18 利息の支払額   △4,273 △6,314 △8,400 

19 法人税等の支払額   △4,601 △19,094 △16,854 

営業活動によるキャッシュ・フロー   41,728 19,332 96,455 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー         

１ 有形固定資産の取得による支出   △36,527 △40,062 △69,995 

２ 有形固定資産の売却による収入   211 1,491 8,031 

３ 投資有価証券の取得による支出   △2,483 △212 △6,835 

４ 投資有価証券の売却・償還による収入   190 572 1,262 

５ 子会社株式の追加取得による支出    － － △10,854 

６ 短期貸付金の純増減額（増加：△）   △1,094 △711 △1,088 

７ 長期貸付による支出   △120 △994 △1,275 

８ 長期貸付金の回収による収入   41 246 304 

９ その他   △2,610 △2,044 △6,615 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △42,393 △41,713 △87,065 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー         

１ 短期借入金の純増減額（減少：△）   △13,001 5,107 △18,965 

２ コマーシャルペーパーの純増減額(減少：△)   34,000 9,000 31,000 

３ 社債の発行による収入   28,477 8,162 51,733 

４ 社債の償還による支出   △37,403 △28,196 △57,014 

５ 長期借入による収入   10,813 43,538 15,455 

６ 長期借入金の返済による支出   △19,879 △8,469 △32,159 

７ 配当金の支払額   △3,711 △5,104 △7,887 

８ 少数株主に対する配当金の支払額   △197 △183 △1,486 

９ その他   234 132 251 

財務活動によるキャッシュ・フロー   △669 23,986 △19,073 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   △182 595 374 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額（減少：△）   △1,517 2,200 △9,308 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   37,585 28,365 37,585 

Ⅶ 連結範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の

増減額（減少：△） 
  88 － 88 

Ⅷ 現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高   36,155 30,565 28,365 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１ 連結の範囲に関する事項 連結子会社数は82社です。 

主要な連結子会社名 

東邦テナックス㈱、帝人ファイ

バー㈱、帝人テクノプロダクツ

㈱、帝人化成㈱、ＮＩ帝人商事

㈱、帝人デュポンフィルム㈱、

帝人ファーマ㈱、帝人加工糸

㈱、帝人エンジニアリング㈱、

帝人物流㈱、インフォコム㈱、

P.T. Teijin Indonesia Fiber  

Corporation、TEIJIN(THAILAND 

)LIMITED、Teijin Polyester 

(Thailand) Limited、DuPont  

Teijin Films U.S.Limited 

Partnership、TEIJIN  

POLYCARBONATE SINGAPORE PTE  

Ltd.、Teijin Twaron B.V. 

なお、TEIJIN KASEI MALAYSIA 

SDN BHDほか１社については新規

設立により、日岩帝人商事(上海)

有限公司については、重要性が増

加したため、当中間連結会計期間

から連結子会社に含めることとし

ました。また、当中間連結会計期

間から、合併したことにより帝人

在宅医療関西㈱ほか４社を連結子

会社から除外しています。 

非連結子会社43社は、いずれも小

規模会社であり、合計の総資産、

売上高、中間純損益（持分に見合

う額）及び利益剰余金（持分に見

合う額）等は、いずれも中間連結

財務諸表に重要な影響を及ぼして

いません（フィルム加工㈱、㈱帝

人知的財産センターほか）。 

連結子会社数は82社です。 

主要な連結子会社名 

東邦テナックス㈱、帝人ファイ

バー㈱、帝人テクノプロダクツ

㈱、帝人化成㈱、ＮＩ帝人商事

㈱、帝人デュポンフィルム㈱、

帝人ファーマ㈱、帝人加工糸

㈱、帝人エンジニアリング㈱、

帝人物流㈱、インフォコム㈱、

P.T. Teijin Indonesia Fiber  

Corporation、TEIJIN(THAILAND 

)LIMITED、Teijin Polyester 

(Thailand) Limited、DuPont  

Teijin Films U.S.Limited 

Partnership、TEIJIN  

POLYCARBONATE SINGAPORE PTE  

Ltd.、Teijin Aramid B.V. 

非連結子会社41社は、いずれも小

規模会社であり、合計の総資産、

売上高、中間純損益（持分に見合

う額）及び利益剰余金（持分に見

合う額）等は、いずれも中間連結

財務諸表に重要な影響を及ぼして

いません（フィルム加工㈱、㈱帝

人知的財産センターほか）。 

連結子会社数は82社です。 

連結子会社名は「第１ 企業の概

況」の４ 関係会社の状況に記載

しているため省略しています。 

なお、Teijin Kasei Malaysia 

Sdn,Bhd.ほか１社については新規

設立により、N.I.TEIJIN SHOJI

(SHANGHAI)CO.,LTD.については、

重要性が増加したため、当連結会

計年度から連結子会社に含めるこ

ととしました。また、当連結会計

年度から、帝人在宅医療関西㈱ほ

か４社については合併したことに

より、連結子会社から除外してい

ます。 

非連結子会社44社は、いずれも小

規模会社であり、合計の総資産、

売上高、当期純損益（持分に見合

う額）及び利益剰余金（持分に見

合う額）等は、いずれも連結財務

諸表に重要な影響を及ぼしていま

せん（フィルム加工㈱、㈱帝人知

的財産センターほか）。 

２ 持分法の適用に関する事

項 

非連結子会社43社及び関連会社33

社のうち、非連結子会社41社（フ

ィルム加工㈱、㈱帝人知的財産セ

ンターほか）及び関連会社29社 

（DuPont Teijin Films  

Luxembourg S.A.ほか）に対する

投資について、持分法を適用して

います。なお、非連結子会社４社 

（帝人管理（上海）有限公司ほ

か）については新規設立により、

当中間連結会計期間から持分法適

用の範囲に含めることとしまし

た。また、当中間連結会計期間か

ら、非連結子会社１社（日岩帝人

商事（上海）有限公司）について

は連結子会社になったことによ

り、持分法適用の範囲から除外し

ています。 

持分法を適用していない子会社２

社（テイジンレンズ㈱ほか）及び

関連会社４社（オア㈱ほか）は、

中間純損益及び利益剰余金等に及

ぼす影響が軽微であり、かつ全体

としても重要性がないため、持分

法の適用から除外しています。 

非連結子会社41社及び関連会社34

社のうち、非連結子会社40社（フ

ィルム加工㈱、㈱帝人知的財産セ

ンターほか）及び関連会社31社 

（DuPont Teijin Films  

Luxembourg S.A.ほか）に対する

投資について、持分法を適用して

います。なお、当中間連結会計期

間から、非連結子会社１社（㈱イ

ンフォコム四国）については合併

により、非連結子会社１社（Ligh

thouse Data Solutions, LLC.）

及び関連会社１社（寧波東洋毛紡

織有限公司）については清算によ

り、持分法適用の範囲から除外し

ています。 

持分法を適用していない子会社１

社（Vietnam Image Partner Syst

em Co.,Ltd.）及び関連会社３社

（オア㈱ほか）は、中間純損益及

び利益剰余金等に及ぼす影響が軽

微であり、かつ全体としても重要

性がないため、持分法の適用から

除外しています。 

非連結子会社44社及び関連会社36

社のうち、非連結子会社42社（フ

ィルム加工㈱、㈱帝人知的財産セ

ンターほか）及び関連会社32社

（DuPont Teijin Films 

Luxembourg S.A.ほか）に対する投

資について、持分法を適用してい

ます。なお、非連結子会社６社

（帝人管理（上海）有限公司、帝

人医薬諮詢（上海）有限公司ほ

か）及び関連会社２社（YUYU 

TEIJIN MEDICARE,INC.、NEOTEX 

INDUSTRY CO.,LTD.）については新

規設立により、関連会社２社

（BioMethanol Chemie Holding 

B.V.、㈱ドゥマン）については株

式の取得により当連結会計年度か

ら持分法適用の範囲に含めること

としました。また当連結会計年度

から非連結子会社１社

（N.I.TEIJIN SHOJI(SHANGHAI)

CO.,LTD.）については、重要性の

観点から新たに連結子会社とした

ことにより、非連結子会社１社

（㈱ニュースサービスセンター） 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

      及び関連会社１社（YANTAI SUNNY 

TEXTILE CO.,LTD）については株式

の売却により、持分法適用の範囲

から除外しています。 

持分法を適用していない子会社２

社（テイジンレンズ㈱ほか）及び

関連会社４社（オア㈱ほか）は、

当期純損益及び利益剰余金等に及

ぼす影響が軽微であり、かつ全体

としても重要性がないため、持分

法の適用から除外しています。持

分法適用会社に対する投資差額は

原則として発生日以降５年間で均

等償却しています。  

３ 連結子会社の中間決算日

（事業年度）等に関する

事項 

連結子会社のうち、帝商産業㈱、

㈱タキイ・コーポレイションの中

間決算日は毎年７月末日、㈱フォ

ークナー、㈱テイジンアソシアリ

テイルの中間決算日は毎年８月末

日、P.T.Teijin Indonesia Fiber 

Corporation、TEIJIN（THAILAND) 

LIMITED、Teijin America Inc.、 

Teijin Holdings USA Inc.、 

Teijin Polyester（Thailand） 

Limited、南通帝人有限公司、 

Thai Namsiri Intertex Co., 

Ltd.、P.T.INDONESIA TEIJIN 

DUPONT FILMS、TEIJIN 

POLYCARBONATE SINGAPORE PTE 

Ltd.等40社の中間決算日は毎年６

月末日ですが、そのまま連結して

います。 

ただし、上記決算日の異なる連結

子会社44社については、当該会社

の中間決算日と中間連結決算日と

の間に重要な取引が生じた場合に

は、連結上必要な調整を行ってい

ます。 

連結子会社のうち、帝商産業㈱、

㈱タキイ・コーポレイションの中

間決算日は毎年７月末日、㈱フォ

ークナー、㈱テイジンアソシアリ

テイルの中間決算日は毎年８月末

日、P.T.Teijin Indonesia Fiber 

Corporation、TEIJIN（THAILAND) 

LIMITED、Teijin America Inc.、 

Teijin Holdings USA Inc.、 

Teijin Polyester（Thailand） 

Limited、南通帝人有限公司、 

Thai Namsiri Intertex Co., 

Ltd.、P.T.INDONESIA TEIJIN 

DUPONT FILMS、TEIJIN 

POLYCARBONATE SINGAPORE PTE 

Ltd.等40社の中間決算日は毎年６

月末日ですが、そのまま連結して

います。 

ただし、上記決算日の異なる連結

子会社44社については、当該会社

の中間決算日と中間連結決算日と

の間に重要な取引が生じた場合に

は、連結上必要な調整を行ってい

ます。 

連結子会社のうち、帝商産業㈱、

㈱タキイ・コーポレイションの決

算日は毎年１月末日、㈱フォーク

ナー、㈱テイジンアソシアリテイ

ルの決算日は毎年２月末日、

P.T.Teijin Indonesia Fiber 

Corporation 、TEIJIN（THAILAND)

LIMITED、Teijin America Inc.、

Teijin Holdings USA Inc.、

Teijin Polyester (Thailand)

Limited、南通帝人有限公司、Thai 

Namsiri Intertex Co.,Ltd.、

P.T.INDONESIA TEIJIN DUPONT 

FILMS、TEIJIN POLYCARBONATE 

SINGAPORE PTE Ltd.等40社の決算

日は毎年12月末日ですが、そのま

ま連結しています。  

ただし、上記決算日の異なる連結

子会社44社については、当該会社

の決算日と連結決算日との間に重

要な取引が生じた場合には、連結

上必要な調整を行っています。 

４ 会計処理基準に関する事

項 

イ 有価証券の評価基準及び評価

方法 

①満期保有目的の債券 

償却原価法 

イ 有価証券の評価基準及び評価

方法 

①満期保有目的の債券 

同左 

イ 有価証券の評価基準及び評価

方法 

①満期保有目的の債券 

同左 

  ②その他有価証券 

(1）市場価格のあるもの 

中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差

額は全部純資産直入法に

より処理しています。売

却原価は移動平均法によ

り算定しています。） 

②その他有価証券 

(1）市場価格のあるもの 

同左 

②その他有価証券 

(1）市場価格のあるもの 

期末日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により

処理しています。売却原

価は移動平均法により算

定しています。） 

  (2）市場価格のないもの 

移動平均法による原価基

準 

(2）市場価格のないもの 

同左 

(2）市場価格のないもの 

同左 

  ロ デリバティブ取引により生じ

る正味の債権（及び債務）の

評価基準及び評価方法 

時価法 

ロ デリバティブ取引により生じ

る正味の債権（及び債務）の

評価基準及び評価方法 

同左 

ロ デリバティブ取引により生じ

る正味の債権（及び債務）の

評価基準及び評価方法 

同左 

  ハ たな卸資産の評価基準及び評

価方法 

総平均法による低価基準

（一部子会社は原価基準） 

ハ たな卸資産の評価基準及び評

価方法 

同左 

ハ たな卸資産の評価基準及び評

価方法 

同左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  ニ 固定資産の減価償却の方法 

①有形固定資産 

(1）国内会社 

主に定率法 

ただし、平成10年４月１

日以降に取得した建物

（建物附属設備を除く）

については、定額法を採

用しています。 

ニ 固定資産の減価償却の方法 

①有形固定資産 

(1）国内会社 

同左 

ニ 固定資産の減価償却の方法 

①有形固定資産 

(1）国内会社 

同左 

  (2）在外会社 

定額法 

(2）在外会社 

同左 

(2）在外会社 

同左 

  ―――――― （会計処理の変更） 

当社及び国内連結子会社は、法

人税法の改正に伴い、当中間連

結会計期間より、平成19年４月

１日以降に取得した有形固定資

産について、改正後の法人税法

に基づく減価償却の方法に変更

しています。 

これにより、営業利益及び経常

利益はそれぞれ248百万円、税

金等調整前中間純利益は249百

万円減少しています。 

なお、セグメント情報に与える

影響は、軽微です。 

―――――― 

  ―――――― （追加情報） 

当社及び国内連結子会社は、法

人税法改正に伴い、平成19年３

月31日以前に取得した資産につ

いては、改正前の法人税法に基

づく減価償却の方法の適用によ

り取得価額の５％に到達した連

結会計年度の翌連結会計年度よ

り、取得価額の５％相当額と備

忘価額との差額を５年間にわた

り均等償却し、減価償却費に含

めて計上しています。 

これにより営業利益は480百万

円、経常利益及び税金等調整前

中間純利益はそれぞれ484百万

円減少しています。 

なお、セグメント情報に与える

影響は、軽微です。 

―――――― 

  ②無形固定資産 

定額法 

なお、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における

利用可能期間（５年）に基づ

いています。 

②無形固定資産 

同左 

②無形固定資産 

同左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  ホ 重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を繰入計

上しています。 

ホ 重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

同左 

ホ 重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

同左 

  ②退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき、当中間連

結会計期間末において発生し

ていると認められる額を計上

することとしています。 

過去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（主として

12年）による定額法により償

却することとしています。 

数理計算上の差異は、その発

生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（主と

して12年）による定額法によ

り翌連結会計年度から費用処

理することとしています。 

なお、在外子会社について

は、一部の会社を除き、退職

金制度がありません。 

②退職給付引当金 

同左 

②退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき、当連結会

計年度末において発生してい

ると認められる額を計上する

こととしています。 

過去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（主として

12年）による定額法により費

用処理することとしていま

す。 

数理計算上の差異は、その発

生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（主と

して12年）による定額法によ

り翌連結会計年度から費用処

理することとしています。 

なお、在外子会社について

は、一部の会社を除き、退職

金制度がありません。 

  ③役員退職慰労引当金 

役員退職慰労金の支出に備え

るため、当社及び連結子会社

の当中間連結会計期間末にお

ける内規に基づく基準額相当

額に達するまでの額を繰入計

上しています。 

③役員退職慰労引当金 

同左 

③役員退職慰労引当金 

役員退職慰労金の支出に備え

るため、当社及び連結子会社

の当連結会計年度末における

内規に基づく基準額相当額に

達するまでの額を繰入計上し

ています。 

  ヘ 外貨建の資産または負債の本

邦通貨への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、中間

決算日の直物為替相場により

円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しています。な

お、在外連結子会社の資産及

び負債は、中間決算日の直物

為替相場により円貨に換算

し、収益及び費用は期中平均

相場により円貨に換算し、換

算差額は純資産の部における

為替換算調整勘定に含めてい

ます。 

ヘ 外貨建の資産または負債の本

邦通貨への換算の基準 

同左 

ヘ 外貨建の資産または負債の本

邦通貨への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、期末

日の直物為替相場により円貨

に換算し、換算差額は損益と

して処理しています。なお、

在外連結子会社の資産及び負

債は、期末日の直物為替相場

により円貨に換算し、収益及

び費用は期中平均相場により

円貨に換算し、換算差額は純

資産の部における為替換算調

整勘定に含めています。 

  ト 重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計

処理によっています。 

ト 重要なリース取引の処理方法 

同左 

ト 重要なリース取引の処理方法 

同左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  チ 重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

主として繰延ヘッジ処理を採

用しています。なお、為替予

約及び通貨オプションについ

ては振当処理の要件を満たし

ている場合は振当処理を、金

利スワップについては特例処

理の要件を満たしている場合

は特例処理を採用していま

す。 

チ 重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

同左 

チ 重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

同左 

  ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段   ヘッジ対象 

為替予約   外貨建営業債
権債務及び外
貨建投融資 

通貨 
オプション 

  同上 

通貨 
スワップ 

  借入金、社債 

金利 
スワップ 

  同上 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段  ヘッジ対象 

為替予約  外貨建営業債
権債務及び外
貨建投融資 

通貨 
オプション 

 同上 

通貨 
スワップ 

 借入金、社債 

金利 
スワップ 

 同上 

コモディテ
ィ・ 
スワップ 

 燃料油 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段   ヘッジ対象 

為替予約   外貨建営業債
権債務及び外
貨建投融資 

通貨 
オプション 

  同上 

通貨 
スワップ 

  借入金、社債 

金利 
スワップ 

  同上 

  ③ヘッジ方針 

当社及び連結子会社は、内規

に基づき、為替変動リスク及

び金利変動リスクをヘッジし

ています。 

③ヘッジ方針 

当社及び連結子会社は、内規

に基づき、為替変動リスク、

金利変動リスク及び燃料価格

変動リスクをヘッジしていま

す。 

③ヘッジ方針 

当社及び連結子会社は、内規

に基づき、為替変動リスク及

び金利変動リスクをヘッジし

ています。 

  ④ヘッジ有効性評価の方法 

原則として、ヘッジ開始時か

ら有効性の判定時点までの期

間におけるヘッジ対象及びヘ

ッジ手段の相場変動またはキ

ャッシュ・フロー変動の累計

額等を基礎として判定してい

ます。 

④ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

④ヘッジ有効性評価の方法 

     同左 

  ⑤その他 

当社及び連結子会社は、定期

的にＣＦＯ（最高財務責任

者）及び当社経理・財務室に

対して、ヘッジ取引の実績報

告を行っています。 

⑤その他 

同左 

⑤その他 

同左 

  リ その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項 

①消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税抜

方式によっています。 

リ その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項 

①消費税等の会計処理 

同左 

リ その他連結財務諸表作成のた

めの重要な事項 

①消費税等の会計処理 

同左 

  ②連結納税制度の適用 

連結納税制度を適用していま

す。 

②連結納税制度の適用 

      同左 

  ②連結納税制度の適用 

     同左 

５ 中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッ

シュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲 

中間連結キャッシュ・フロー計算

書における資金（現金及び現金同

等物）は手許現金及び当座預金等

の随時引き出し可能な預金及び容

易に換金可能であり、かつ、価値

の変動について僅少なリスクしか

負わない取得日から３ヶ月以内に

償還期限の到来する短期投資から

なっています。 

 同左 連結キャッシュ・フロー計算書に

おける資金（現金及び現金同等

物）は手許現金及び当座預金等の

随時引き出し可能な預金及び容易

に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以内に償

還期限の到来する短期投資からな

っています。 



会計処理の変更 

表示方法の変更 

前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

当中間連結会計期間より、「貸借

対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準」（企業会計基準第５

号 平成17年12月９日）及び「貸

借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準等の適用指針」（企

業会計基準適用指針第８号 平成

17年12月９日）を適用していま

す。 

これまでの資本の部の合計に相当

する金額は、346,238百万円です。

なお、当中間連結会計期間におけ

る中間連結貸借対照表の純資産の

部については、中間連結財務諸表

規則の改正に伴い、改正後の中間

連結財務諸表規則により作成して

います。 

―――――― （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

当連結会計年度より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会

計基準」（企業会計基準第５号 

平成17年12月９日）及び「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等の適用指針」（企業会

計基準適用指針第８号 平成17年

12月９日）を適用しています。 

これまでの資本の部の合計に相当

する金額は、366,716百万円です。

なお、当連結会計年度における連

結貸借対照表の純資産の部につい

ては、連結財務諸表規則の改正に

伴い、改正後の連結財務諸表規則

により作成しています。 

（ストック・オプション等に関する

会計基準） 

当中間連結会計期間より、「スト

ック・オプション等に関する会計

基準」（企業会計基準第８号 平

成17年12月27日）及び 「ストッ

ク・オプション等に関する会計基

準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第11号 平成18年５月31

日）を適用しています。 

これにより営業利益、経常利益及

び税金等調整前中間純利益は、そ

れぞれ96百万円減少しています。

なお、セグメント情報に与える影

響は、軽微です。 

―――――― （ストック・オプション等に関する

会計基準） 

当連結会計年度より、「ストッ

ク・オプション等に関する会計基

準」（企業会計基準第８号 平成

17年12月27日）及び 「ストック・

オプション等に関する会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指

針第11号 平成18年５月31日）を

適用しています。 

これにより営業利益、経常利益及

び税金等調整前当期純利益は、そ

れぞれ96百万円減少しています。

なお、セグメント情報に与える影

響は、軽微です。 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

（中間連結貸借対照表） 

前中間連結会計期間において、「連結調整勘定」として

掲記されていたものは、当中間連結会計期間から「のれ

ん」と表示しています。 

（中間連結貸借対照表） 

 ────── 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書） 

前中間連結会計期間において、「減価償却費及び連結調

整勘定償却額」として掲記されていたものは、当中間連

結会計期間から、「減価償却費及びのれん償却額」と表

示しています。 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書） 

 ────── 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成19年３月31日） 

※１ 有形固定資産から直接控除した減価償

却累計額は513,824百万円です。 

※１ 有形固定資産から直接控除した減価償

却累計額は573,241百万円です。 

※１ 有形固定資産から直接控除した減価償

却累計額は538,931百万円です。 

※２ 担保提供資産 ※２ 担保提供資産 ※２ 担保提供資産 

(1）このうち短期借入金75百万円の担保

として財団抵当に供しているもの

は、次のとおりです。 

(1）このうち短期借入金82百万円の担保

として財団抵当に供しているもの

は、次のとおりです。 

(1）このうち短期借入金60百万円の担保

として財団抵当に供しているもの

は、次のとおりです。 

有形固定資産 214百万円 有形固定資産 204百万円 有形固定資産 210百万円

(2）このうち短期借入金50百万円、支払

手形及び買掛金285百万円の担保に

供しているものは、次のとおりで

す。 

(2）このうち支払手形及び買掛金274百

万円の担保に供しているものは、次

のとおりです。 

(2）このうち短期借入金50百万円、支払

手形及び買掛金368百万円の担保に供

しているものは、次のとおりです。 

投資有価証券 52百万円 

有形固定資産 485  〃 

合計  537   〃 

投資有価証券 60百万円

有形固定資産 287  〃 

その他の 

投資その他の資産 

  

5  〃 

合計  352   〃 

投資有価証券   57百万円

有形固定資産   287  〃 

その他の 

投資その他の資産 

  

5  〃 

合計 349  〃 

※３ 国庫補助金等により取得した有形固定

資産の取得価額から税法に基づく圧縮

累計額1,359百万円を控除しています。 

※３ 国庫補助金等により取得した有形固定

資産の取得価額から税法に基づく圧縮

累計額1,361百万円を控除しています。

※３ 国庫補助金等により取得した有形固定

資産の取得価額から税法に基づく圧縮

累計額1,361百万円を控除しています。 

※４     ―――――― ※４     ―――――― ※４ 非連結子会社及び関連会社に対するも

のは、次のとおりです。 

    投資有価証券（株式）  15,590百万円

その他の投資 
その他の資産(出資金) 

  3,210 〃 

（うち、共同支配企業に対する投資の 

                  金額5,178百万円）

 ５ 保証債務 

連結会社以外の会社の銀行借入等に対

して行っている保証は、次のとおりで

す。 

 ５ 保証債務 

連結会社以外の会社の銀行借入等に対

して行っている保証は、次のとおりで

す。 

 ５ 保証債務 

連結会社以外の会社の銀行借入等に対

して行っている保証は、次のとおりで

す。 

① 関係会社 ① 関係会社 ① 関係会社 

DuPont Teijin Films 

UK Limited 

6,230百万円

(18,900千STG￡ほか)

DuPont Teijin Films 

Luxembourg S.A. 

5,646百万円

(37,700千EURO)

ウィンテックポリマー㈱ 

2,550百万円

その他８社 1,551百万円

(外貨建保証債務7,892千US＄ほかを 

 含む) 

計 15,978百万円

DuPont Teijin Films 

UK Limited 

     6,300百万円

(17,900千STG￡ほか)

DuPont Teijin Films 

Luxembourg S.A. 

 5,859百万円

(35,863千EURO)

その他８社      1,440百万円

(外貨建保証債務158,533千THBほかを 

 含む) 

計    13,599百万円

DuPont Teijin Films 

UK Limited 

 6,519百万円

(18,900千STG￡ほか)

DuPont Teijin Films 

Luxembourg S.A. 

     5,931百万円

(37,700千EURO)

ウィンテックポリマー㈱ 

  2,300百万円

その他８社      1,679百万円

(外貨建保証債務7,070千US＄ほかを 

 含む) 

計     16,430百万円

② 関係会社以外 ② 関係会社以外 ② 関係会社以外 

㈱センチュリーテクノコア 

440百万円

その他５社 437百万円

従業員に対する保証 

  1,372百万円

計 2,250百万円

㈱センチュリーテクノコア 

   495百万円

その他８社    620百万円

従業員に対する保証 

       1,159百万円

計      2,274百万円

㈱センチュリーテクノコア 

  250百万円

その他５社    503百万円

従業員に対する保証 

      1,266百万円

計     2,019百万円

なお、上記金額には保証予約227百万

円が含まれています。 

なお、上記金額には保証予約263百万

円が含まれています。 

なお、上記金額には保証予約260百万 

円が含まれています。 

合計（①＋②） 18,228百万円 合計（①＋②） 15,874百万円 合計（①＋②）   18,450百万円

 



（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成19年３月31日） 

 ６ 社債の債務履行引受契約に係る偶発債務 

第４回無担保普通社債  15,000百万円

 ６ 社債の債務履行引受契約に係る偶発債務

第４回無担保普通社債  15,000百万円

 ６ 社債の債務履行引受契約に係る偶発債務

第４回無担保普通社債  15,000百万円

 ７ 受取手形割引高及び裏書譲渡高  ７ 受取手形割引高及び裏書譲渡高  ７ 受取手形割引高及び裏書譲渡高 

受取手形割引高 115百万円 受取手形割引高 140百万円 受取手形割引高 250百万円

※８ 中間連結会計期間末日（銀行休業日）

の満期手形の会計処理については、満

期日に決済が行われたものとして処理

しています。中間連結会計期間末残高

から除かれている中間連結会計期間末

日満期手形は下記のとおりです。 

受取手形 3,062百万円

支払手形 2,685 〃 

※８ 中間連結会計期間末日（銀行休業日）

の満期手形の会計処理については、満

期日に決済が行われたものとして処理

しています。中間連結会計期間末残高

から除かれている中間連結会計期間末

日満期手形は下記のとおりです。 

受取手形  2,903百万円

支払手形      2,732 〃 

※８ 連結会計年度末日（銀行休業日）の満

期手形の会計処理については、満期日

に決済が行われたものとして処理して

います。連結会計年度末残高から除か

れている連結会計年度末日満期手形は

下記のとおりです。 

受取手形  2,935百万円

支払手形     3,267  〃 

 ９ 売掛金の流動化による譲渡高 

4,100百万円 

 ９ 売掛金の流動化による譲渡高 

  3,914百万円 

 ９ 売掛金の流動化による譲渡高 

 3,143百万円 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１     ―――――― ※１     ―――――― ※１ 売上原価には低価基準による製品評価

減に係る金額が次のとおり含まれてい

ます。 

    前期製品評価減戻入 △482百万円

当期製品評価減  362 〃 

※２ 販売費及び一般管理費の内訳は次のと

おりです。 

※２ 販売費及び一般管理費の内訳は次のと

おりです。 

※２ 販売費及び一般管理費の内訳は次のと

おりです。 

１ 運賃諸掛 9,717百万円

２ 給料賃金 19,431 〃 

３ 賞与一時金 4,804 〃 

４ 退職給付費用 1,062 〃 

５ 減価償却費 3,285 〃 

６ 研究開発費 16,340 〃 

７ 販売促進費 6,402 〃 

８ 賃借料 3,099 〃 

９ その他の経費 25,392 〃 

合計 89,535 〃 

１ 運賃諸掛      9,648百万円

２ 給料賃金  19,903  〃 

３ 賞与一時金      5,008 〃 

４ 退職給付費用       918 〃 

５ 減価償却費 3,968 〃 

６ 研究開発費     17,519 〃 

７ 販売促進費      6,854 〃 

８ 賃借料      3,217 〃 

９ その他の経費     27,053  〃 

合計   94,092  〃 

１ 運賃諸掛 19,346百万円

２ 給料賃金     38,902 〃 

３ 賞与一時金      9,815 〃 

４ 退職給付費用      1,844 〃 

５ 減価償却費      7,440 〃 

６ 研究開発費     35,096 〃 

７ 販売促進費 13,777  〃 

８ 賃借料      6,354 〃 

９ その他の経費 51,097  〃 

合計  183,675  〃 

※３     ─────― ※３     ─────― ※３ 一般管理費に含まれる研究開発費は、

35,096百万円であり、製造費用には研

究開発費は含まれていません。 

※４ 土地売却益81百万円を含む固定資産売

却益です。 

※４ 土地売却益1,109百万円を含む固定資

産売却益です。 

※４ 土地売却益5,506百万円他です。 

※５ 建物及び構築物処分損172百万円、機

械装置及び運搬具処分損495百万円を

含む固定資産処分損です。 

※５ 建物及び構築物処分損68百万円、機械

装置及び運搬具処分損519百万円を含

む固定資産処分損です。 

※５ 建物及び構築物処分損877百万円、機

械装置及び運搬具処分損1,038百万

円、その他の有形固定資産処分損829

百万円を含む固定資産処分損です。 

※６ 機械装置及び運搬具売却損22百万円を

含む固定資産売却損です。 

※６ 土地売却損20百万円を含む固定資産売

却損です。 

※６ 機械装置及び運搬具売却損79百万円他

です。 

※７ 不採算事業の撤収及び事業構造改善等

に伴う経費です。 

※７     ――――――― 

  

※７ 不採算事業の撤収及び事業構造改善等

に伴う経費です。   

※８ 設備稼働率が低下したために発生した

異常操業経費です。 

※８        同左 ※８       同左 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※９ 減損損失 

当中間連結会計期間において、帝人グ

ループは以下の資産について減損損失

を計上しました。 

※９ 減損損失 

当中間連結会計期間において、帝人グ

ループは以下の資産について減損損失

を計上しました。 

※９ 減損損失 

当連結会計年度において、帝人グルー

プは以下の資産について減損損失を計

上しました。 

帝人グループは、継続的に損益を把握

している事業部門を単位として資産の

グルーピングを行っています。また、

事業の用に供していない遊休資産等に

ついては個別に取り扱っています。 

当中間連結会計期間において、遊休状

態にあると認められ今後の利用見込み

がない資産について、帳簿価額を回収

可能価額まで減額し、当該減少額を減

損損失（253百万円）として特別損失

に計上しました。 

回収可能価額は正味売却価額により測

定しており、原則として、不動産鑑定

評価またはそれに準ずる方法により算

定し、売却や他の転用が困難な資産に

ついては零としています。 

場所 用途 種類 
減損損失 
（百万円） 

石川県 
加賀市 

遊休 土地 253 

帝人グループは、継続的に損益を把握

している事業部門を単位として資産の

グルーピングを行っています。また、

事業の用に供していない遊休資産等に

ついては個別に取り扱っています。 

当中間連結会計期間において、遊休状

態にあると認められ今後の利用見込み

がない資産について、帳簿価額を回収

可能価額まで減額し、当該減少額を減

損損失（93百万円）として特別損失に

計上しました。 

回収可能価額は正味売却価額により測

定しており、原則として、不動産鑑定

評価またはそれに準ずる方法により算

定し、売却や他の転用が困難な資産に

ついては零としています。 

また、事業用資産につきましては、

PET樹脂事業等における市況の低迷等

により、帳簿価額を回収可能価額まで

減額し、当該減少額を減損損失

（4,527百万円）として特別損失に計

上しました。 

回収可能価額は使用価値により測定し

ており、将来キャッシュ・フローを主

に５％で割り引いて算定しています。 

場所 用途 種類 
減損損失 

（百万円）

岐阜県 
安八郡 
神戸町 

遊休 建物等 89 

和歌山県
東牟婁郡
那智勝浦
町 
  

 遊休  土地 3 

山口県 
周南市他 

PET 
樹脂 
設備 

 建物、 
機械  
装置等 

4,442 

東京都 
千代田区 

IT 
事業用 
資産 

ソフト 
ウェア等 

85 

帝人グループは、継続的に損益を把握

している事業部門を単位として資産の

グルーピングを行っています。また、

事業の用に供していない遊休資産等に

ついては個別に取り扱っています。 

当連結会計年度において、遊休状態に

あると認められ今後の利用見込みがな

い資産について、帳簿価額を回収可能

価額まで減額し、当該減少額を減損損

失（253百万円）として特別損失に計

上しました。 

回収可能価額は正味売却価額により測

定しており、原則として、不動産鑑定

評価またはそれに準ずる方法により算

定し、売却や他の転用が困難な資産に

ついては零としています。 

また、事業用資産につきましては、合

成繊維事業における市況の低迷等によ

り、帳簿価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失（869百万

円）として特別損失に計上しました。 

回収可能価額は使用価値により測定し

ており、将来キャッシュ・フローを

７％で割り引いて算定しています。 

場所 用途 種類 
減損損失 

（百万円）

石川県 
加賀市 

遊休 土地   253 

インドネ
シアタン
ゲラン 

合成 

繊維 

設備 

機械装置 869 

※10 土地浄化関連費用及び石綿対策費用等

です。 

※10        同左 ※10        同左 

※11 当社の連結子会社である

Teijin Twaron B.V.がオランダ国

Arnhem市所在の税務当局を相手に提起

していた訴訟について、和解が成立し

たことによるものです。 

※11     ―――――― ※11 当社の連結子会社である

Teijin Twaron B.V.がオランダ国

Arnhem市所在の税務当局を相手に提起

していた訴訟について、和解が成立し

たことによるものです。 



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）１ 自己株式（普通株式）の株式数の増加83,207株は、すべて単元未満株式の買取りによるものです。 

    ２ 自己株式（普通株式）の株式数の減少366,012株は、単元未満株式の売却による減少22,012株、ストック・オ

プションの行使による減少344,000株です。 

２ 新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

３ 配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となるもの

  
前連結会計年度末

株式数 
（株） 

当中間連結会計期間
増加株式数 
（株） 

当中間連結会計期間
減少株式数 
（株） 

当中間連結会計期間末
株式数 
（株） 

発行済株式（普通株式） 928,298,872 － － 928,298,872 

自己株式（普通株式） 637,489 83,207 366,012 354,684 

区分 新株予約権の内訳 
新株予約権の
目的となる 
株式の種類 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 
当中間連結
会計期間末

残高 
（百万円）

前連結会計
年度末 

当中間連結
会計期間 
増加 

当中間連結
会計期間 
減少 

当中間連結
会計期間末 

提出会社 

（親会社） 

ストック・オプション 

としての新株予約権 
 ――――― 96 

合計 ―――――  96 

決議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日 

平成18年６月23日 

定時株主総会 
普通株式  3,711百万円  ４円00銭 平成18年３月31日 平成18年６月26日

決議 株式の種類 配当金の総額 配当の原資 
１株当たり 
配当額 

基準日 効力発生日 

平成18年10月30日 

取締役会 
普通株式  4,176百万円 利益剰余金  ４円50銭 平成18年９月30日 平成18年12月１日



当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）１ 発行済株式（普通株式）の株式数の増加56,434,793株は、株式交換による増加56,325,793株、ストック・オ

プションの行使による新株の発行による増加109,000株です。 

    ２  自己株式（普通株式）の株式数の増加120,579株は、単元未満株式の買取りによる増加119,799株、連結子会

社が株式交換に伴い自己株式（親会社株式）を取得したことによる増加780株です。 

    ３ 自己株式（普通株式）の株式数の減少79,592株は、単元未満株式の売却による減少14,592株、ストック・オ

プションの行使による減少65,000株です。 

２ 新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

３ 配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となるもの

  
前連結会計年度末

株式数 
（株） 

当中間連結会計期間
増加株式数 
（株） 

当中間連結会計期間
減少株式数 
（株） 

当中間連結会計期間末
株式数 
（株） 

発行済株式（普通株式） 928,298,872 56,434,793 － 984,733,665 

自己株式（普通株式） 240,371 120,579 79,592 281,358 

区分 新株予約権の内訳 
新株予約権の
目的となる 
株式の種類 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 
当中間連結
会計期間末

残高 
（百万円）

前連結会計
年度末 

当中間連結
会計期間 
増加 

当中間連結
会計期間 
減少 

当中間連結
会計期間末 

提出会社 

（親会社） 

ストック・オプション 

としての新株予約権 
 ――――― 221 

合計 ―――――  221 

決議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日 

平成19年５月７日 

取締役会 
普通株式 5,104百万円   ５円50銭 平成19年３月31日 平成19年５月28日

決議 株式の種類 配当金の総額 配当の原資 
１株当たり 
配当額 

基準日 効力発生日 

平成19年10月29日 

取締役会 
普通株式  4,430百万円 利益剰余金   ４円50銭 平成19年９月30日 平成19年12月３日



前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）１ 自己株式（普通株式）の株式数の増加190,898株は、すべて単元未満株式の買取りによるものです。 

    ２ 自己株式（普通株式）の株式数の減少588,016株は、単元未満株式の売却による減少34,016株、ストック・オ

プションの行使による減少554,000株です。 

２ 新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

３ 配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

次へ 

  
前連結会計年度末

株式数 
（株） 

当連結会計年度増加
株式数 
（株） 

当連結会計年度減少
株式数 
（株） 

当連結会計年度末 
株式数 
（株） 

発行済株式（普通株式） 928,298,872 － － 928,298,872 

自己株式（普通株式） 637,489 190,898 588,016 240,371 

区分 新株予約権の内訳 
新株予約権の
目的となる 
株式の種類 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 
当連結会計
年度末残高
（百万円）前連結会計

年度末 
当連結会計
年度増加 

当連結会計
年度減少 

当連結会計
年度末 

提出会社 

（親会社） 

ストック・オプション 

としての新株予約権 
 ――――― 96 

合計 ―――――  96 

決議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日 

平成18年６月23日 

定時株主総会 
普通株式     3,711百万円   ４円00銭 平成18年３月31日 平成18年６月26日

平成18年10月30日 

 取締役会 
 普通株式 4,176百万円 ４円50銭 平成18年９月30日 平成18年12月１日

決議 株式の種類 配当金の総額 配当の原資 
１株当たり 
配当額 

基準日 効力発生日 

平成19年５月７日 

取締役会 
普通株式  5,104百万円 利益剰余金   ５円50銭 平成19年３月31日 平成19年５月28日

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間連結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係 

１ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間連結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係 

１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額と

の関係 

現金及び預金勘定 36,166百万円

預入期間が３ヶ月を 

超える定期預金 
△10 〃 

現金及び現金同等物 36,155 〃 

現金及び預金勘定     30,567百万円

預入期間が３ヶ月を 

超える定期預金 
 △1 〃 

現金及び現金同等物     30,565 〃 

現金及び預金勘定     28,375百万円

預入期間が３ヶ月を 

超える定期預金 
  △10 〃 

現金及び現金同等物     28,365 〃 



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（借主としてのリース取引） （借主としてのリース取引） （借主としてのリース取引） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引

に係る注記 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引

に係る注記 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引

に係る注記 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額 

  
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円) 

中間期末
残高 

相当額 
(百万円) 

機械装置 
及び運搬具 

2,551 1,166 1,384 

その他の 
有形固定資産 

3,813 1,352 2,461 

無形固定資産 177 72 105 

合計 6,542 2,591 3,950 

  
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 

相当額 
(百万円)

機械装置 
及び運搬具 

2,272 991 1,280

その他の 
有形固定資産

3,768 1,950 1,818

無形固定資産 168 92 75

合計 6,208 3,034 3,174

取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円)

機械装置 
及び運搬具 

2,236 917 1,319

その他の 
有形固定資産

3,734 1,655 2,078

無形固定資産 177 87 89

合計 6,148 2,660 3,487

２ 未経過リース料中間期末残高相当額 ２ 未経過リース料中間期末残高相当額 ２ 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 1,403百万円

１年超 2,569 〃 

合計 3,973 〃 

１年以内 1,325百万円

１年超 1,873  〃 

合計 3,199  〃 

１年以内      1,345百万円

１年超     2,120  〃 

合計      3,466 〃 

（注） 一部の子会社を除き、未経過リー

ス料中間期末残高が連結会社の有

形固定資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、「支払利子

込み法」により算定しています。 

（注）     同左 （注） 一部の子会社を除き、未経過リー

ス料期末残高が連結会社の有形固

定資産の期末残高等に占める割合

が低いため、「支払利子込み法」

により算定しています。 

３ 支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

３ 支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

３ 支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

支払リース料 698百万円

減価償却費相当額   690  〃 

支払利息相当額 9 〃 

支払リース料 763百万円

減価償却費相当額   752  〃 

支払利息相当額 11  〃 

支払リース料   1,408 百万円

減価償却費相当額    1,391  〃 

支払利息相当額  18  〃 

（注） 一部の子会社は、リース料総額と

取得価額相当額との差額を支払利

息相当額とし、「利息法」にて各

期へ配分しています。 

（注）     同左 （注）     同左 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっています。 

  

４ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

オペレーティング・リース取引 オペレーティング・リース取引 オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 未経過リース料 未経過リース料 

１年以内 1,528百万円

１年超 3,256 〃 

合計 4,784 〃 

１年以内 1,006百万円

１年超 2,307  〃 

合計 3,314  〃 

１年以内 965百万円

１年超      2,681 〃 

合計      3,646 〃 

（減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はありませ

んので、項目等の記載は省略しています。 

（減損損失について） 

 同左 

（減損損失について） 

同左 



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成18年９月30日） 

１ その他有価証券で市場価格のあるもの 

２ 市場価格で評価されていない主な「有価証券」の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

 その他有価証券 

当中間連結会計期間末（平成19年９月30日） 

１ その他有価証券で市場価格のあるもの 

２ 市場価格で評価されていない主な「有価証券」の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

 その他有価証券 

前連結会計年度末（平成19年３月31日） 

１ その他有価証券で市場価格のあるもの 

２ 市場価格で評価されていない主な「有価証券」の内容及び連結貸借対照表計上額 

 その他有価証券 

次へ 

種類 
取得原価 
（百万円） 

中間連結貸借対照表計上額
（百万円） 

差額 
（百万円） 

株式 22,879 90,076 67,196 

非上場株式 3,124百万円

非上場債券 292 〃 

その他 551 〃 

種類 
取得原価 
（百万円） 

中間連結貸借対照表計上額
（百万円） 

差額 
（百万円） 

株式 24,073 89,434 65,361 

非上場株式      3,072百万円

非上場債券    332 〃 

その他    707 〃 

種類 
取得原価 
（百万円） 

連結貸借対照表計上額 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

株式 24,167 91,953 67,785 

非上場株式   3,105百万円

非上場債券    315 〃 

その他    645 〃 



（デリバティブ取引関係） 

１ 通貨関連 

前中間連結会計期間末（平成18年９月30日） 

（注）１ 時価の算定方法 

 通貨スワップ取引、通貨オプション取引・・・契約を締結している金融機関から提示された価格によってい

ます。 

  為替予約・・・先物相場を使用しています。 

２ ヘッジ会計が適用されているものについては、記載対象から除いています。 

当中間連結会計期間末（平成19年９月30日） 

（注）１ 時価の算定方法 

 通貨スワップ取引、通貨オプション取引・・・契約を締結している金融機関から提示された価格によってい

ます。 

  為替予約・・・先物相場を使用しています。 

２ ヘッジ会計が適用されているものについては、記載対象から除いています。 

区分 種類 
契約額等 
（百万円） 

契約額等のうち
１年超(百万円) 

時価 
（百万円） 

評価損益 
（百万円） 

市場取引以外

の取引 

通貨スワップ取引         

受取シンガポールドル 

支払ユーロ 449 － △32 △32 

受取日本円 

 支払米ドル 1,721 － △10 △10 

 為替予約取引         

売建 

米ドル 17,840 4,205 17,188 653 

円 3,511 － 3,355 155 

 通貨オプション取引         

売建 

米ドル コール 4,390 2,195 △31 △31 

買建 

米ドル プット 4,043 2,021 148 148 

合計       883 

区分 種類 
契約額等 
（百万円） 

契約額等のうち
１年超(百万円) 

時価 
（百万円） 

評価損益 
（百万円） 

市場取引以外

の取引 

通貨スワップ取引         

受取日本円 

 支払米ドル 6,618 － △230 △230 

 為替予約取引         

売建 

米ドル 14,042 － 14,530 △488 

円 3,847 － 4,080 △233 

買建 

円 9 － 8 △0 

 通貨オプション取引         

売建 

米ドル コール 4,981 － △0 △0 

買建 

米ドル プット 4,586 － 99 99 

合計       △853 



前連結会計年度末（平成19年３月31日） 

 （注）１ 時価の算定方法 

通貨スワップ取引、通貨オプション取引・・・契約を締結している金融機関から提示された価格によって

います。 

為替予約・・・先物相場を使用しています。 

２ ヘッジ会計が適用されているものについては、記載対象から除いています。 

区分 種類 
契約額等 
（百万円） 

契約額等のうち 
１年超(百万円) 

時価 
（百万円） 

評価損益 
（百万円） 

市場取引以外

の取引 

通貨スワップ取引         

 受取シンガポールドル 

 支払ユーロ 238 － △17 △17 

受取日本円 

支払米ドル 4,633 － △10 △10 

 為替予約取引         

 売建 

 米ドル 16,020 － 15,221 799 

    円 3,632 － 3,345 286 

 通貨オプション取引         

 売建 

 米ドル コール 4,706 － △3 △3 

 買建 

 米ドル プット 4,333 － 134 134 

合計       1,188 



２ 金利関連 

前中間連結会計期間末（平成18年９月30日） 

 （注）１ 時価の算定方法は、金利スワップ契約を締結している金融機関から提示された価格によっています。 

２ ヘッジ会計が適用されているものについては、記載対象から除いています。 

当中間連結会計期間末（平成19年９月30日） 

 （注）１ 時価の算定方法は、金利スワップ契約を締結している金融機関から提示された価格によっています。 

２ ヘッジ会計が適用されているものについては、記載対象から除いています。 

前連結会計年度末（平成19年３月31日） 

 （注）１ 時価の算定方法は、金利スワップ契約を締結している金融機関から提示された価格によっています。 

２ ヘッジ会計が適用されているものについては、記載対象から除いています。 

区分 種類 
契約額等 
（百万円） 

契約額等のうち
１年超(百万円) 

時価 
（百万円） 

評価損益 
（百万円） 

市場取引以外

の取引 

金利スワップ取引         

受取変動金利 

支払固定金利 
2,304 576 95 95 

合計       95 

区分 種類 
契約額等 
（百万円） 

契約額等のうち
１年超(百万円) 

時価 
（百万円） 

評価損益 
（百万円） 

市場取引以外

の取引 

金利スワップ取引         

受取変動金利 

支払固定金利 
2,465 616 35 35 

合計       35 

区分 種類 
契約額等 
（百万円） 

契約額等のうち
１年超(百万円) 

時価 
（百万円） 

評価損益 
（百万円） 

市場取引以外

の取引 

金利スワップ取引         

受取変動金利 

支払固定金利 
2,382 595 60 60 

合計       60 



（ストック・オプション等関係） 

 前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 １ ストック・オプションに係る当中間連結会計期間における費用計上額及び科目名 

 販売費及び一般管理費 96百万円 

 ２ ストック・オプションの内容及び規模 

 当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

 １ ストック・オプションに係る当中間連結会計期間における費用計上額及び科目名 

 販売費及び一般管理費  126百万円 

 ２ ストック・オプションの内容及び規模 

    平成18年ストック・オプション 

付与対象者の区分及び人数   当社の取締役７名及び執行役員・理事47名 合計54名 

ストック・オプションの付与数   普通株式   146,000株 

付与日   平成18年７月10日 

権利確定条件   権利確定条件は付されていません。 

対象勤務期間   対象勤務期間の定めはありません。 

権利行使期間   
自 平成18年７月10日 

至 平成38年７月９日 

権利行使価格     1円 

公正な評価単価（付与日）   663円 

    平成19年ストック・オプション  

付与対象者の区分及び人数   当社の取締役７名及び執行役員・理事48名 合計55名 

ストック・オプションの付与数   普通株式   207,000株 

付与日   平成19年７月５日 

権利確定条件   権利確定条件は付されていません。 

対象勤務期間   対象勤務期間の定めはありません。 

権利行使期間   
自 平成19年７月５日 

至 平成39年７月４日 

権利行使価格     1円 

公正な評価単価（付与日）   610円 



 前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 １ ストック・オプションに係る当連結会計年度における費用計上額及び科目名 

 販売費及び一般管理費 96百万円 

 ２ ストック・オプションの内容及び規模 

 （注）株式数に換算して記載しています。 

  平成14年ストック・オプション 平成15年ストック・オプション 

付与対象者の区分及び人数 
当社取締役      10名 

当社使用人      48名 

  当社取締役     ６名 

  当社使用人及び 

  関係会社取締役   54名 

株式の種類別のストック・オプ

ションの数（注） 
普通株式   535,000株 普通株式   535,000株 

付与日 平成14年７月１日 平成15年７月１日

権利確定条件 権利確定条件は付されていません。 同左

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません。 同左

権利行使期間 
自 平成16年７月２日 

至 平成19年７月１日 

自 平成17年７月２日 

至 平成20年７月１日 

権利行使価格     450円 304円

公正な評価単価（付与日）   － － 

  平成16年ストック・オプション 平成17年ストック・オプション 

付与対象者の区分及び人数 

  当社取締役     ６名 

  当社使用人及び 

  関係会社取締役   47名 

  当社取締役     ７名 

  当社使用人及び 

  関係会社取締役   48名 

株式の種類別のストック・オプ

ションの数（注） 
普通株式   460,000株 普通株式   430,000株 

付与日 平成16年７月２日 平成17年７月４日

権利確定条件 権利確定条件は付されていません。 同左

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません。 同左

権利行使期間 
自 平成18年７月３日 

至 平成21年７月２日 

自 平成19年７月５日 

至 平成22年７月４日 

権利行使価格     405円 515円

公正な評価単価（付与日） － － 

  平成18年ストック・オプション 

付与対象者の区分及び人数 
  当社取締役     ７名 

  当社執行役員・理事 47名 

株式の種類別のストック・オプ

ションの数（注） 
普通株式   146,000株 

付与日 平成18年７月10日

権利確定条件 権利確定条件は付されていません。

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません。

権利行使期間 
自 平成18年７月10日 

至 平成38年７月９日 

権利行使価格     1円

公正な評価単価（付与日）   663円 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 （注）１ 事業区分は、経営管理組織を基本として製品の種類、性質、販売方法等の類似性を勘案して区分していま

す。 

２ 各事業に含まれている主要な製品は以下のとおりです。 

３ 営業費用の内、「消去又は全社」に含めた配賦不能営業費用の金額は2,962百万円であり、その主なもの

は、基礎研究・本社管理部門に係る費用です。 

４ 資産の内、「消去又は全社」に含めた全社資産の金額は125,187百万円であり、その主なものは、親会社で

の余資運用資金（現金及び預金他）、長期投資資金（投資有価証券他）等です。 

５ 減価償却費及び資本的支出には長期前払費用及びその償却額が含まれています。 

  
合成繊維 
事業 

（百万円） 

化成品 
事業 

（百万円） 

医薬医療 
事業 

（百万円） 

流通・ 
リテイル事業
（百万円） 

ＩＴ・ 
新事業他 

（百万円） 

計 
（百万円） 

消去 
又は全社 

（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益                 

売上高                 

(1）外部顧客に対する 

売上高 
144,607 138,715 55,403 129,648 20,450 488,825 - 488,825 

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
34,887 8,547 38 4,672 19,144 67,289 (67,289) - 

計 179,494 147,262 55,441 134,321 39,594 556,115 (67,289) 488,825 

営業費用 169,891 128,640 45,019 132,119 38,674 514,345 (64,304) 450,041 

営業利益 9,603 18,621 10,421 2,201 920 41,769 (2,984) 38,784 

Ⅱ 資産、減価償却費、減

損損失及び資本的支出 
                

資産 382,719 275,057 85,504 94,704 64,381 902,368 66,398 968,766 

減価償却費 10,768 7,942 3,387 204 898 23,201 992 24,194 

減損損失 253 - - - - 253 - 253 

資本的支出 19,424 8,538 3,974 90 889 32,918 1,027 33,945 

事業 主要な製品 

合成繊維 ‘テトロン®'（ポリエステル繊維）‘コーネックス®'（メタ系アラミド繊維）

‘トワロン®'（パラ系アラミド繊維）等の糸・綿・紡績糸・加工糸・不織布及

び織編物、人工皮革 

化成品 ‘テトロン®' フィルム（ポリエステルフィルム） 

ポリカーボネート樹脂 

医薬医療 ‘ベニロン®' （重症感染症治療剤） 

‘ワンアルファ®' （活性型ビタミンＤ３製剤・骨粗鬆症治療薬） 

‘ムコソルバン®' （去痰剤） 

‘ボナロン®' （骨粗鬆症治療薬） 

在宅医療用酸素濃縮器 

流通・リテイル アパレル製品、工業用資材繊維製品、車両資材用繊維製品 

ＩＴ・新事業他 ソフトウェア製作 



当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

 （注）１ 事業区分は、経営管理組織を基本として製品の種類、性質、販売方法等の類似性を勘案して区分していま

す。 

２ 各事業に含まれている主要な製品は以下のとおりです。 

３ 営業費用の内、「消去又は全社」に含めた配賦不能営業費用の金額は3,872百万円であり、その主なもの

は、基礎研究・本社管理部門に係る費用です。 

４ 資産の内、「消去又は全社」に含めた全社資産の金額は119,531百万円であり、その主なものは、親会社で

の余資運用資金（現金及び預金他）、長期投資資金（投資有価証券他）等です。 

５ 減価償却費及び資本的支出には長期前払費用及びその償却額が含まれています。 

  
合成繊維 
事業 

（百万円） 

化成品 
事業 

（百万円） 

医薬医療 
事業 

（百万円） 

流通・ 
リテイル事業
（百万円） 

ＩＴ・ 
新事業他 

（百万円） 

計 
（百万円） 

消去 
又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益                 

売上高                 

(1）外部顧客に対する 

売上高 
157,333 147,783 55,706 128,840 20,058 509,723 － 509,723 

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
38,198 8,500 26 4,759 22,140 73,626 (73,626) － 

計 195,532 156,284 55,732 133,599 42,199 583,349 (73,626) 509,723 

営業費用 183,805 143,630 45,950 131,316 41,643 546,347 (69,655) 476,691 

営業利益 11,726 12,654 9,782 2,282 555 37,002  (3,970) 33,031 

Ⅱ 資産、減価償却費、減

損損失及び資本的支出 
                

資産 458,417 300,394 82,663 96,961 79,619 1,018,055 53,840 1,071,895 

減価償却費 12,574 9,651 3,455 189 875 26,746 1,036 27,782 

減損損失 4,535 － － － 85 4,620 － 4,620 

資本的支出 22,849 6,630 2,506 128 1,572 33,688 2,444 36,132 

事業 主要な製品 

合成繊維 ‘テトロン®'（ポリエステル繊維）‘コーネックス®'（メタ系アラミド繊維）

‘トワロン®'（パラ系アラミド繊維）等の糸・綿・紡績糸・加工糸・不織布及

び織編物、人工皮革 

化成品 ‘テトロン®' フィルム（ポリエステルフィルム） 

ポリカーボネート樹脂 

医薬医療 ‘ベニロン®' （重症感染症治療剤） 

‘ワンアルファ®' （活性型ビタミンＤ３製剤・骨粗鬆症治療薬） 

‘ムコソルバン®' （去痰剤） 

‘ボナロン®' （骨粗鬆症治療薬） 

在宅医療用酸素濃縮器 

流通・リテイル アパレル製品、工業用資材繊維製品、車両資材用繊維製品 

ＩＴ・新事業他 ソフトウェア製作 



前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 （注）１ 事業区分は、経営管理組織を基本として製品の種類、性質、販売方法等の類似性を勘案して区分していま

す。 

２ 各事業に含まれている主要な製品は以下のとおりです。 

３ 営業費用の内、「消去又は全社」に含めた配賦不能営業費用の金額は6,937百万円であり、その主なもの

は、基礎研究・本社管理部門に係る費用です。 

４ 資産の内、「消去又は全社」に含めた全社資産の金額は124,420百万円であり、その主なものは親会社での

余資運用資金（現金及び預金他）、長期投資資金（投資有価証券他）等です。 

５ 減価償却費及び資本的支出には長期前払費用及びその償却額が含まれています。 

  
合成繊維 
事業 

（百万円） 

化成品 
事業 

（百万円） 

医薬医療 
事業 

（百万円） 

流通・ 
リテイル事業
（百万円） 

ＩＴ・ 
新事業他 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去 
又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益                 

売上高                 

(1）外部顧客に対する 

売上高 
293,280 287,901 113,093 266,491 48,818 1,009,586 － 1,009,586 

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
71,907 15,486 86 9,374 43,446 140,301 (140,301) － 

計 365,187 303,388 113,180 275,865 92,265 1,149,888 (140,301) 1,009,586 

営業費用 347,846 269,488 91,988 270,470 87,945 1,067,738 (133,213) 934,525 

営業利益 17,341 33,899 21,192 5,395 4,319 82,149 (7,088) 75,061 

Ⅱ 資産、減価償却費、減

損損失及び資本的支出 
                

資産 406,473 284,171 78,972 92,296 72,935 934,849 65,067 999,917 

減価償却費 22,924 16,612 7,799 406 1,848 49,592 2,140 51,733 

減損損失 1,122 － － － － 1,122 － 1,122 

資本的支出 42,214 19,915 7,908 188 2,988 73,216 2,481 75,698 

事業 主要な製品 

合成繊維 ‘テトロン®'（ポリエステル繊維）‘コーネックス®'（メタ系アラミド繊維）

‘トワロン®'（パラ系アラミド繊維）等の糸・綿・紡績糸・加工糸・不織布及

び織編物、人工皮革 

化成品 ‘テトロン®'フィルム（ポリエステルフィルム） 

ポリカーボネート樹脂 

医薬医療 ‘ベニロン®'（重症感染症治療剤） 

‘ワンアルファ®'（活性型ビタミンＤ３製剤・骨粗鬆症治療薬） 

‘ムコソルバン®'（去痰剤） 

‘ボナロン®'（骨粗鬆症治療薬） 

在宅医療用酸素濃縮器 

流通・リテイル アパレル製品、工業用資材繊維製品、車両資材用繊維製品 

ＩＴ・新事業他 ソフトウェア製作 



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 （注）１ 営業費用の内、「消去又は全社」に含めた配賦不能営業費用の金額は2,962百万円であり、その主なもの

は、基礎研究・本社管理部門に係る費用です。 

２ 資産の内、「消去又は全社」に含めた全社資産の金額は125,187百万円であり、その主なものは、親会社で

の余資運用資金（現金及び預金他）、長期投資資金（投資有価証券他）等です。 

３ 国または地域の区分は、地理的近接度によっています。 

４ 本邦以外の区分に属する主な国または地域 

(1）アジア…………タイ、インドネシア、中国、シンガポール 

(2）米州……………米国 

(3）欧州……………オランダ、ドイツ 

当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

 （注）１ 営業費用の内、「消去又は全社」に含めた配賦不能営業費用の金額は3,872百万円であり、その主なもの

は、基礎研究・本社管理部門に係る費用です。 

２ 資産の内、「消去又は全社」に含めた全社資産の金額は119,531百万円であり、その主なものは、親会社で

の余資運用資金（現金及び預金他）、長期投資資金（投資有価証券他）等です。 

３ 国または地域の区分は、地理的近接度によっています。 

４ 本邦以外の区分に属する主な国または地域 

(1）アジア…………タイ、インドネシア、中国、シンガポール 

(2）米州……………米国 

(3）欧州……………オランダ、ドイツ 

  
日本 

（百万円） 
アジア 

（百万円）
米州 

（百万円）
欧州 

（百万円）
計 

（百万円）

消去又は
全社 

（百万円） 

連結 
（百万円）

Ⅰ 売上高及び営業損益               

 売上高               

(1）外部顧客に対する 

売上高 
313,825 85,036 54,709 35,254 488,825 － 488,825 

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
22,108 15,071 2,015 12,589 51,784 (51,784) － 

計 335,933 100,107 56,725 47,843 540,609 (51,784) 488,825 

営業費用 314,044 91,523 54,076 39,220 498,864 (48,823) 450,041 

営業利益 21,889 8,584 2,649 8,622 41,745 (2,960) 38,784 

Ⅱ 資産 632,498 178,914 79,388 130,607 1,021,408 (52,642) 968,766 

  
日本 

（百万円） 
アジア 

（百万円）
米州 

（百万円）
欧州 

（百万円）
計 

（百万円）

消去又は
全社 

（百万円） 

連結 
（百万円）

Ⅰ 売上高及び営業損益               

 売上高               

(1）外部顧客に対する 

売上高 
318,759 94,038 55,969 40,955 509,723 － 509,723 

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
23,623 19,732 2,297 15,245 60,899 (60,899) － 

計 342,383 113,771 58,267 56,201 570,622 (60,899) 509,723 

営業費用 322,471 107,925 56,733 46,828 533,959 (57,267) 476,691 

営業利益 19,911 5,845 1,533 9,372 36,663 (3,632) 33,031 

Ⅱ 資産 696,738 202,656 83,625 160,865 1,143,885 (71,990) 1,071,895 



前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 （注）１ 営業費用の内、「消去又は全社」に含めた配賦不能営業費用の金額は6,937百万円であり、その主なもの

は、基礎研究・本社管理部門に係る費用です。 

２ 資産の内、「消去又は全社」に含めた全社資産の金額は124,420百万円であり、その主なものは、親会社で

の余資運用資金（現金及び預金他）、長期投資資金（投資有価証券他）等です。 

３ 国または地域の区分は、地理的近接度によっています。 

４ 本邦以外の区分に属する主な国または地域 

(1）アジア…………タイ、インドネシア、中国、シンガポール 

(2）米州……………米国 

(3）欧州……………オランダ、ドイツ 

  
日本 

（百万円） 
アジア 

（百万円）
米州 

（百万円）
欧州 

（百万円）
計 

（百万円）

消去又は
全社 

（百万円） 

連結 
（百万円）

Ⅰ 売上高及び営業損益               

 売上高               

(1）外部顧客に対する 

売上高 
652,247 178,332 109,350 69,656 1,009,586 － 1,009,586 

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
46,862 30,170 4,091 25,587 106,712 (106,712) － 

計 699,109 208,502 113,442 95,243 1,116,298 (106,712) 1,009,586 

営業費用 650,759 195,651 109,440 78,012 1,033,864 (99,339) 934,525 

営業利益 48,349 12,851 4,001 17,231 82,433 (7,372) 75,061 

Ⅱ 資産 656,910 179,515 82,205 145,028 1,063,658 (63,741) 999,917 



【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 （注）１ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高です。 

２ 国または地域の区分は、地理的近接度によっています。 

３ 本邦以外の区分に属する主な国または地域 

(1）アジア……………………タイ、インドネシア、中国 

(2）米州………………………米国 

(3）その他地域（欧州他）…ドイツ、イタリア、フランス 

当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

 （注）１ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高です。 

２ 国または地域の区分は、地理的近接度によっています。 

３ 本邦以外の区分に属する主な国または地域 

(1）アジア……………………タイ、インドネシア、中国 

(2）米州………………………米国 

(3）その他地域（欧州他）…ドイツ、イタリア、フランス 

前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 （注）１ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高です。 

２ 国または地域の区分は、地理的近接度によっています。 

３ 本邦以外の区分に属する主な国または地域 

(1）アジア……………………タイ、インドネシア、中国 

(2）米州………………………米国 

(3）その他地域（欧州他）…ドイツ、イタリア、フランス 

  アジア 米州 
その他地域 
（欧州他） 

計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 108,068 56,299 40,451 204,818 

Ⅱ 連結売上高（百万円）       488,825 

Ⅲ 連結売上高に占める 

海外売上高の割合（％） 
22.1 11.5 8.3 41.9 

  アジア 米州 
その他地域 
（欧州他） 

計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 117,110 56,821 46,818 220,750 

Ⅱ 連結売上高（百万円）       509,723 

Ⅲ 連結売上高に占める 

海外売上高の割合（％） 
23.0 11.1 9.2 43.3 

  アジア 米州 
その他地域 
（欧州他） 

計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 227,239 112,629 80,999 420,869 

Ⅱ 連結売上高（百万円）       1,009,586 

Ⅲ 連結売上高に占める 

海外売上高の割合（％） 
22.5 11.2 8.0 41.7 



（企業結合等関係） 

 当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

（共通支配下の取引等） 

１.結合当事企業の名称及び事業の内容、企業結合の法的形式、結合後企業の名称ならびに取引の目的を含む取引の

概要 

(1) 結合当事企業の名称及び事業の内容 

名称   ：東邦テナックス株式会社（以下「東邦テナックス」という。） 

事業の内容：炭素繊維事業等 

(2) 企業結合の法的形式 

株式交換 

(3) 結合後企業の名称等 

名称       ：帝人株式会社 

事業の内容    ：持株会社 

株式交換後の資本金：70,812 百万円 

(4) 取引の目的を含む取引の概要 

帝人グループにおける炭素繊維事業のコアビジネスとしての位置付けを更に強固なものとし、引き続き高い

成長率が予想される炭素繊維への需要増大に的確に対応するほか、帝人グループの技術、知見を活用し帝人

グループ事業との共同展開を一層促進し、東邦テナックスの事業拡大を通じて帝人グループ全体の企業価値

を向上させることを目的として、平成19年９月１日（効力発生日）に当社を完全親会社、東邦テナックスを

完全子会社とする株式交換を実施しました。 

２.実施した会計処理の概要 

「企業結合に係る会計基準 三 ４ 共通支配下の取引等の会計処理 (2)少数株主との取引」に規定する会計

処理を実施しました。 

３.子会社株式の追加取得に関する事項 

(1) 取得原価及びその内訳 

(2) 株式の種類別の交換比率及びその算定方法ならびに交付株式数及びその評価額 

ア 株式の種類及び交換比率 

株式の種類：普通株式 

イ 交換比率の算定方法 

本株式交換の株式交換比率については、その算定にあたって公正性を期すため、両社が独立に第三者機関の

助言を求めることとし、当社は野村證券㈱（以下、「野村證券」）を、東邦テナックスは大和証券エスエム

ビーシー㈱（以下、「大和証券ＳＭＢＣ」）を、それぞれ第三者機関として選定しました。  

野村證券及び大和証券ＳＭＢＣは、当社及び東邦テナックスについて、市場株価平均法及びディスカウンテ

ッド・キャッシュフロー法による分析を行い、当社では、野村證券による株式交換比率の分析結果を参考

に、東邦テナックスでは、大和証券ＳＭＢＣによる株式交換比率の分析結果を参考に、両社で協議を重ねた

結果、最終的に上記株式交換比率が妥当であるとの判断に至り合意しました。 

この株式交換比率は、野村證券が当社に対して提供した分析、ならびに大和証券ＳＭＢＣが東邦テナックス

に対して提供した分析の範囲内で決定されたものです。  

ウ 交付株式数及びその評価額 

交付株式数 56,325,793 株 

評価額     38,177 百万円 

(3) 発生したのれんの金額、発生要因、償却の方法及び償却期間 

ア のれんの金額 

29,149 百万円 

イ 発生要因 

東邦テナックスの今後の事業拡大によって期待される将来収益力に関連して発生したものです。 

ウ 償却の方法及び償却期間 

10年間の均等償却 

 当社の株式 38,177 百万円 

 取得に直接要した費用 71  〃 

 取得原価 38,249  〃 

  当社 東邦テナックス 

 株式交換比率 1 1.15 



（１株当たり情報） 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額 373.11円 

１株当たり中間純利益 20.68円 

潜在株式調整後 
１株当たり中間純利益 

20.67円 

１株当たり純資産額 421.83円 

１株当たり中間純利益  11.62円 

潜在株式調整後 
１株当たり中間純利益

  11.61円 

１株当たり純資産額  395.18円 

１株当たり当期純利益   36.78円 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

  36.76円 

(注)１ 

１株当たり中間純利益金額及び潜在

株式調整後１株当たり中間純利益金

額の算定上の基礎は、以下のとおり

です。 

(注)１ 

１株当たり中間純利益金額及び潜在

株式調整後１株当たり中間純利益金

額の算定上の基礎は、以下のとおり

です。 

(注)１ 

１株当たり当期純利益金額及び潜在

株式調整後１株当たり当期純利益金

額の算定上の基礎は、以下のとおり

です。 

中間純利益 19,184百万円 

普通株主に 
帰属しない金額 

－ 

普通株式に係る 
中間純利益 

19,184百万円 

普通株式の 
期中平均株式数 

927,799千株 

普通株式増加数 513千株 

(うち新株予約権) (513千株)

希薄化効果を有
しないため、潜
在株式調整後１
株当たり中間純
利益の算定に含
めなかった潜在
株式の概要 

－ 

中間純利益  10,876百万円 

普通株主に 
帰属しない金額 

－ 

普通株式に係る 
中間純利益 

 10,876百万円 

普通株式の 
期中平均株式数 

  936,143千株 

普通株式増加数    441千株 

(うち新株予約権) (   441千株)

希薄化効果を有
しないため、潜
在株式調整後１
株当たり中間純
利益の算定に含
めなかった潜在
株式の概要 

－

当期純利益  34,124百万円 

普通株主に 
帰属しない金額 

   － 

普通株式に係る 
当期純利益 

 34,124百万円 

普通株式の 
期中平均株式数 

  927,888千株 

普通株式増加数    496千株 

(うち新株予約権) (496千株)

希薄化効果を有
しないため、潜
在株式調整後１
株当たり当期純
利益の算定に含
めなかった潜在
株式の概要 

          － 

(注)２ 

１株当たり純資産額の算定上の基礎

は、以下のとおりです。 

(注)２ 

１株当たり純資産額の算定上の基礎

は、以下のとおりです。 

(注)２ 

１株当たり純資産額の算定上の基礎

は、以下のとおりです。 

純資産の部の 
合計額 

388,055百万円 

純資産の部の 
合計額から 
控除する金額 

41,826百万円 

(うち新株予約権) (96百万円) 

(うち少数株主持分) (41,729百万円)

普通株式に係る中
間期末の純資産額 

346,228百万円 

１株当たり純資産
額の算定に用いら
れた中間期末の普
通株式の数 

927,944千株 

純資産の部の 
合計額 

448,555百万円

純資産の部の 
合計額から 
控除する金額 

 33,284百万円

(うち新株予約権) (  221百万円)

(うち少数株主持分)(33,062百万円)

普通株式に係る中
間期末の純資産額 

415,271百万円

１株当たり純資産
額の算定に用いら
れた中間期末の普
通株式の数 

  984,452千株

純資産の部の 
合計額 

407,736百万円

純資産の部の 
合計額から 
控除する金額 

 40,983百万円

(うち新株予約権) (  96百万円)

(うち少数株主持分) (40,886百万円)

普通株式に係る 
期末の純資産額 

366,752百万円

１株当たり純資産
額の算定に用いら
れた期末の普通株
式の数 

  928,058千株



（重要な後発事象） 

前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

――――― ――――― （重要な株式交換） 

    当社及び当社の連結子会社である東邦テナ

ックス㈱（以下「東邦テナックス」とい

う。）は、平成19年５月28日開催の両社の

取締役会において、東邦テナックスを当社

の完全子会社とする株式交換を行うことを

決議し、株式交換契約を締結しました。 

    (1)結合当事企業の名称及び事業の内容、企

業結合の法的形式、結合後企業の名称な

らびに取引の目的を含む取引の概要 

    ① 結合当事企業の名称及び事業の内容 

名称   ：東邦テナックス株式会社 

事業の内容：炭素繊維事業等 

② 企業結合の法的形式 

株式交換 

③ 結合後企業の名称 

帝人株式会社 

④ 取引の目的を含む取引の概要 

帝人グループにおける炭素繊維事業の

コアビジネスとしての位置付けを更に

強固なものとし、引き続き高い成長率

が予想される炭素繊維への需要増大に

的確に対応するほか、帝人グループの

技術、知見を活用し帝人グループ事業

との共同展開を一層促進し、東邦テナ

ックスの事業拡大を通じて帝人グルー

プ全体の企業価値を向上させることを

目的として、平成19年９月１日（効力

発生日）に当社を完全親会社、東邦テ

ナックスを完全子会社とする株式交換

を実施します。 

    (2)実施する会計処理の概要 

    「企業結合に係る会計基準 三 ４ 共

通支配下の取引等の会計処理 (2)少数株

主との取引」に規定する会計処理を実施

します。 

    (3)子会社株式の追加取得に関する事項 

    ① 取得原価及びその内訳 

  未確定のため記載していません。 

② 株式の種類別の交換比率及びその算定 

方法ならびに交付予定の株式数及び 

その評価額 

ア 株式の種類及び交換比率 

    株式の種類：普通株式 

  当社 
東邦 

テナックス

 株式交換比率 1 1.15 

 



(2）【その他】 

該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

    イ 交換比率の算定方法 

本株式交換の株式交換比率について

は、その算定にあたって公正性を期す

ため、両社が独立に第三者機関の助言

を求めることとし、当社は野村證券㈱

（以下、「野村證券」）を、東邦テナ

ックスは大和証券エスエムビーシー㈱

（以下、「大和証券ＳＭＢＣ」）を、

それぞれ第三者機関として選定しまし

た。 

    野村證券及び大和証券ＳＭＢＣは、当

社及び東邦テナックスについて、市場

株価平均法及びディスカウンテッド・

キャッシュフロー法による分析を行

い、当社では、野村證券による株式交

換比率の分析結果を参考に、東邦テナ

ックスでは、大和証券ＳＭＢＣによる

株式交換比率の分析結果を参考に、両

社で協議を重ねた結果、最終的に上記

株式交換比率が妥当であるとの判断に

至り合意しました。 

この株式交換比率は、野村證券が当社

に対して提供した分析、ならびに大和

証券ＳＭＢＣが東邦テナックスに対し

て提供した分析の範囲内で決定された

ものです。 

    ウ 交付予定の株式数及びその評価額 

交付予定株式数 56,662,919 株 

評価額      

未確定のため記載していません。 

    ③ 発生するのれんの金額、発生要因、償却

の方法及び償却期間 

未確定のため記載していません。 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）         

Ⅰ 流動資産         

１ 現金及び預金   13,961 9,504 11,030   

２ 受取手形   6 0 －   

３ 売掛金   1,135 1,106 1,171   

４ たな卸資産   188 104 100   

５ 繰延税金資産   4,820 1,818 3,589   

６ 短期貸付金   96,007 108,770 89,308   

７ その他の流動資産 ※４ 9,111 8,647 14,185   

８ 貸倒引当金   △10 △5,237 △4,414   

流動資産合計     125,220 29.5 124,715 26.1   114,971 26.9

Ⅱ 固定資産         

１ 有形固定資産 
※１ 
※３ 

      

(1）建物   13,726 13,304 13,321   

(2）土地   14,174 13,002 13,135   

(3）その他の 
 有形固定資産 

  4,302 6,506 4,823   

有形固定資産合計   32,204 32,812 31,280   

２ 無形固定資産   2,151 1,988 1,953   

３ 投資その他の資産         

(1）投資有価証券   262,908 307,113 268,503   

(2）長期貸付金   6,081 8,245 8,406   

(3）前払年金費用   340 374 251   

(4）その他の 
投資その他の資産 

  7,136 8,133 7,030   

(5）貸倒引当金   △7,484 △5,442 △5,467   

(6）投資損失引当金   △4,447 △246 △246   

投資その他の 
資産合計 

  264,534 318,178 278,477   

固定資産合計     298,890 70.5 352,980 73.9   311,711 73.1

資産合計     424,111 100.0 477,696 100.0   426,683 100.0 

          

 



    
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）         

Ⅰ 流動負債         

１ 支払手形 ※７ 29 13 64   

２ １年内返済長期借入金   1,896 662 876   

３ コマーシャルペーパー   78,000 84,000 75,000   

４ １年内償還社債   20,000 10,000 20,000   

５ 未払金   4,139 5,210 7,741   

６ 未払法人税等   28 20 27   

７ 債務保証損失引当金   － 296 －   

８ その他の流動負債   12,934 8,707 13,477   

流動負債合計     117,027 27.6 108,909 22.8   117,187 27.4

Ⅱ 固定負債         

１ 社債   20,000 10,000 20,000   

２ 長期借入金   15,066 48,804 19,038   

３ 繰延税金負債   1,718 4,406 4,835   

４ 退職給付引当金   281 167 273   

５ 役員退職慰労引当金   415 529 498   

６ その他の固定負債   4,876 4,702 4,737   

固定負債合計     42,357 10.0 68,609 14.4   49,383 11.6

負債合計     159,384 37.6 177,519 37.2   166,570 39.0

（純資産の部）         

Ⅰ 株主資本         

１ 資本金     70,787 16.7 70,812 14.8   70,787 16.6 

２ 資本剰余金         

(1）資本準備金   63,118 101,320 63,118   

(2）その他資本剰余金   44 8 19   

資本剰余金合計     63,162 14.9 101,328 21.2   63,137 14.8 

３ 利益剰余金         

(1）利益準備金   17,696 17,696 17,696   

(2）その他利益剰余金         

資産圧縮積立金   6,485 7,546 7,591   

特別償却積立金   347 180 250   

株式消却積立金   17,661 17,661 17,661   

別途積立金   48,400 45,400 48,400   

繰越利益剰余金   8,883 8,144 2,321   

利益剰余金合計     99,473 23.4 96,628 20.2   93,920 22.0 

４ 自己株式 ※２   △120 △0.0 △107 △0.0   △77 △0.0 

株主資本合計     233,304 55.0 268,662 56.2   227,768 53.4 

Ⅱ 評価・換算差額等         

  その他 
有価証券評価差額金 

    31,325 7.4 31,292 6.6   32,247 7.6 

評価・換算差額等合計     31,325 7.4 31,292 6.6   32,247 7.6 

Ⅲ 新株予約権     96 0.0 221 0.0   96 0.0 

純資産合計     264,726 62.4 300,176 62.8   260,112 61.0 

負債純資産合計     424,111 100.0 477,696 100.0   426,683 100.0 

          



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 営業収益           

１ 関係会社配当金 ※１ 15,818   10,141 19,568   

２ 経営管理料   1,613   1,675 3,290   

３ 不動産賃貸収入   1,309   1,276 2,610   

４ その他の営業収入   126 18,867 100.0 96 13,190 100.0 247 25,717 100.0 

Ⅱ 営業費用           

１ 不動産賃貸原価等   441   467 920   

２ 販売費及び一般管理費   5,563 6,004 31.8 6,499 6,966 52.8 12,339 13,259 51.6

営業利益     12,863 68.2 6,223 47.2   12,457 48.4

Ⅲ 営業外収益           

１ 受取利息   715   1,027 1,616   

２ 受取配当金   349   446 636   

３ 雑益   310 1,375 7.3 159 1,633 12.4 546 2,799 10.9

Ⅳ 営業外費用           

１ 支払利息   573   751 1,231   

２ 雑損   513 1,086 5.8 430 1,182 9.0 929 2,161 8.4

経常利益     13,151 69.7 6,674 50.6   13,095 50.9

Ⅴ 特別利益           

１ 固定資産売却益 ※３ 81   1,127 5,269   

２ 投資有価証券売却益   － 81 0.4 125 1,253 9.5 － 5,269 20.5

Ⅵ 特別損失           

１ 固定資産処分損 ※４ 148   44 754   

２ 投資有価証券評価損   46   － 99   

３ 債務保証損失引当金
繰入額 

  －   296 －   

４ 貸倒引当金繰入額 ※５ 2,017   823 4,404   

５ 関係会社有価証券 
評価損 

  530   － 3,178   

６ 構造改善費用 ※６ 390   － 868   

７ 環境対策費用 ※７ 105 3,239 17.1 － 1,163 8.8 257 9,562 37.2

税引前中間(当期) 
純利益 

    9,993 53.0 6,763 51.3   8,803 34.2

法人税、住民税及び
事業税 

  △1,519   △3,060 △5,069   

法人税等調整額   3,648 2,129 11.3 2,011 △1,049 △7.9 7,385 2,315 9.0

中間(当期)純利益     7,864 41.7 7,813 59.2   6,487 25.2

            



③【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

（注） 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目です。 

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本
合計 資本 

準備金 

その他
資本 

剰余金 

利益 
準備金 

その他利益剰余金   

資産 
圧縮 

積立金 

特別 
償却 

積立金 

株式 
消却 

積立金 

別途 
積立金 

繰越利益
剰余金 

平成18年３月31日残高       
（百万円） 

70,787 63,118 13 17,696 9,084 224 17,661 50,400 337 △226 229,096 

中間会計期間中の変動額                       

剰余金の配当（注）                 △3,711   △3,711 

役員賞与（注）                 △82   △82 

資産圧縮積立金の積立（注）         149       △149   － 

資産圧縮積立金の取崩（注）         △2,748       2,748   － 

特別償却積立金の積立（注）           176     △176   － 

特別償却積立金の取崩（注）           △53     53   － 

別途積立金の取崩（注）               △2,000 2,000   － 

中間純利益                 7,864   7,864 

自己株式の取得                   △58 △58 

自己株式の処分     30             165 195 

株主資本以外の項目の 
中間会計期間中の変動額（純額） 

                      

中間会計期間中の変動額合計 
  （百万円） 

－ － 30 － △2,599 123 － △2,000 8,546 106 4,207 

平成18年９月30日残高 
 （百万円） 

70,787 63,118 44 17,696 6,485 347 17,661 48,400 8,883 △120 233,304 

  

評価・換算 
差額等 

新株予約権 純資産合計 その他 
有価証券 

評価差額金 

平成18年３月31日残高 
  （百万円） 

36,606 － 265,702 

中間会計期間中の変動額       

剰余金の配当（注）     △3,711 

役員賞与（注）     △82 

資産圧縮積立金の積立（注）     － 

資産圧縮積立金の取崩（注）     － 

特別償却積立金の積立（注）     － 

特別償却積立金の取崩（注）     － 

別途積立金の取崩（注）     － 

中間純利益     7,864 

自己株式の取得     △58 

自己株式の処分     195 

株主資本以外の項目の 
中間会計期間中の変動額（純額） 

△5,280 96 △5,184 

中間会計期間中の変動額合計 
   （百万円） 

△5,280 96 △976 

平成18年９月30日残高 
  （百万円） 

31,325 96 264,726 



当中間会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

（注） 内訳は以下のとおりです。 

     ストック・オプションの行使に伴う新株の発行  資本金     24百万円 

                            資本準備金   24百万円 

     株式交換に伴う新株の発行           資本準備金 38,177百万円 

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本
合計 資本 

準備金 

その他
資本 
剰余金 

利益 
準備金 

その他利益剰余金   

資産 
圧縮 

積立金 

特別 
償却 

積立金 

株式 
消却 

積立金 

別途 
積立金 

繰越利益
剰余金 

平成19年３月31日残高       
（百万円） 

70,787 63,118 19 17,696 7,591 250 17,661 48,400 2,321 △77 227,768 

中間会計期間中の変動額                       

新株の発行（注） 24 38,202                 38,227 

剰余金の配当                 △5,104   △5,104 

資産圧縮積立金の積立         526       △526   － 

資産圧縮積立金の取崩         △571       571   － 

特別償却積立金の積立                     － 

特別償却積立金の取崩           △70     70   － 

別途積立金の取崩               △3,000 3,000   － 

中間純利益                 7,813   7,813 

自己株式の取得                   △77 △77 

自己株式の処分     △11             46 35 

株主資本以外の項目の 
中間会計期間中の変動額（純額） 

                      

中間会計期間中の変動額合計  
（百万円） 

24 38,202 △11 － △45 △70 － △3,000 5,823 △30 40,893 

平成19年９月30日残高     
（百万円） 

70,812 101,320 8 17,696 7,546 180 17,661 45,400 8,144 △107 268,662 

  

評価・換算 
差額等 

新株予約権 純資産合計 その他 
有価証券 
評価差額金 

平成19年３月31日残高    
（百万円） 

32,247 96 260,112 

中間会計期間中の変動額       

新株の発行（注）     38,227 

剰余金の配当     △5,104 

資産圧縮積立金の積立     － 

資産圧縮積立金の取崩     － 

特別償却積立金の積立     － 

特別償却積立金の取崩     － 

別途積立金の取崩     － 

中間純利益     7,813 

自己株式の取得     △77 

自己株式の処分     35 

株主資本以外の項目の 
中間会計期間中の変動額（純額） 

△954 124 △829 

中間会計期間中の変動額合計  
（百万円） 

△954 124 40,064 

平成19年９月30日残高     
（百万円） 

31,292 221 300,176 



前事業年度の株主資本等変動計算書（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

（注） この内、平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目は次のとおりです。 

     剰余金の配当            3,711百万円 

     役員賞与                 82百万円 

     資産圧縮積立金の積立          149百万円 

     資産圧縮積立金の取崩        2,748百万円 

     特別償却積立金の積立          176百万円 

     特別償却積立金の取崩           53百万円         

     別途積立金の取崩          2,000百万円 

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本
合計 資本 

準備金 

その他
資本 
剰余金 

利益 
準備金 

その他利益剰余金   

資産 
圧縮 

積立金 

特別 
償却 
積立金 

株式 
消却 
積立金 

別途 
積立金 

繰越利益
剰余金 

平成18年３月31日残高     
（百万円） 

70,787 63,118 13 17,696 9,084 224 17,661 50,400 337 △226 229,096 

事業年度中の変動額                       

剰余金の配当（注）                 △7,887   △7,887 

役員賞与（注）                 △82   △82 

資産圧縮積立金の積立（注）         1,385       △1,385   － 

資産圧縮積立金の取崩（注）         △2,878       2,878   － 

特別償却積立金の積立（注）           176     △176   － 

特別償却積立金の取崩（注）           △150     150   － 

別途積立金の取崩（注）               △2,000 2,000   － 

当期純利益                 6,487   6,487 

自己株式の取得                   △133 △133 

自己株式の処分     5             282 288 

株主資本以外の項目の 
事業年度中の変動額（純額） 

                      

事業年度中の変動額合計     
（百万円） 

－ － 5 － △1,493 26 － △2,000 1,984 149 △1,327 

平成19年３月31日残高     
（百万円） 

70,787 63,118 19 17,696 7,591 250 17,661 48,400 2,321 △77 227,768 

  

評価・換算 
差額等 

新株予約権 純資産合計 その他 
有価証券 
評価差額金 

平成18年３月31日残高     
（百万円） 

36,606 － 265,702 

事業年度中の変動額       

剰余金の配当（注）     △7,887 

役員賞与（注）     △82 

資産圧縮積立金の積立（注）     － 

資産圧縮積立金の取崩（注）     － 

特別償却積立金の積立（注）     － 

特別償却積立金の取崩（注）     － 

別途積立金の取崩（注）     － 

当期純利益     6,487 

自己株式の取得     △133 

自己株式の処分     288 

株主資本以外の項目の 
事業年度中の変動額（純額） 

△4,359 96 △4,262 

事業年度中の変動額合計    
（百万円） 

△4,359 96 △5,590 

平成19年３月31日残高     
（百万円） 

32,247 96 260,112 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

有価証券 

①子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価基準 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

有価証券 

①子会社株式及び関連会社株式 

同左 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

有価証券 

①子会社株式及び関連会社株式 

同左 

②その他有価証券 

(1）市場価格のあるもの 

中間期末日の市場価格等

に基づく時価法（評価差

額は全部純資産直入法に

より処理しています。売

却原価は移動平均法によ

り算定しています。） 

②その他有価証券 

(1）市場価格のあるもの 

   同左 

②その他有価証券 

(1）市場価格のあるもの 

期末日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により

処理しています。売却原

価は移動平均法により算

定しています。） 

(2）市場価格のないもの 

移動平均法による原価基

準 

(2）市場価格のないもの 

同左 

(2）市場価格のないもの 

同左 

２ デリバティブ取引により生じる

正味の債権（及び債務）の評価

基準及び評価方法 

時価法 

２ デリバティブ取引により生じる

正味の債権（及び債務）の評価

基準及び評価方法 

同左 

２ デリバティブ取引により生じる

正味の債権（及び債務）の評価

基準及び評価方法 

同左 

３ 固定資産の減価償却の方法 

イ 有形固定資産 

定率法 
ただし、平成10年４月１日以
降に取得した建物（建物附属
設備を除く）については、定
額法を採用しています。 

３ 固定資産の減価償却の方法 

イ 有形固定資産 

同左 

３ 固定資産の減価償却の方法 

イ 有形固定資産 

同左 

 ―――――― 

  

  

（会計処理の変更） 

法人税法の改正に伴い、当中間会計

期間より、平成19年４月１日以降に

取得した有形固定資産について、改

正後の法人税法に基づく減価償却の

方法に変更しています。 

これにより営業利益、経常利益及び

税引前中間純利益は、それぞれ15百

万円減少しています。 

 ―――――― 

  

 ―――――― 

  

  

（追加情報） 

法人税法改正に伴い、平成19年３月

31日以前に取得した資産について

は、改正前の法人税法に基づく減価

償却の方法の適用により取得価額の

５％に到達した事業年度の翌事業年

度より、取得価額の５％相当額と備

忘価額との差額を５年間にわたり均

等償却し、減価償却費に含めて計上

しています。 

これにより営業利益は65百万円、経

常利益及び税引前中間純利益はそれ

ぞれ66百万円減少しています。 

 ―――――― 

  

ロ 無形固定資産 

定額法 

なお、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における

利用可能期間（５年）に基づ

いています。 

ロ 無形固定資産 

同左 

ロ 無形固定資産 

同左 

 



前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

４ 引当金の計上基準 

イ 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を繰入計

上しています。 

４ 引当金の計上基準 

イ 貸倒引当金 

同左 

４ 引当金の計上基準 

イ 貸倒引当金 

同左 

ロ 投資損失引当金 

子会社等への投資に係る損失

に備えるため、当該会社の財

政状態及び回収可能性を勘案

して必要額を繰入計上してい

ます。 

ロ 投資損失引当金 

同左 

ロ 投資損失引当金 

同左 

ハ 債務保証損失引当金 

―――――― 

ハ 債務保証損失引当金 

子会社等への債務保証に係る

損失に備えるため、当該会社

の財政状態等を勘案して必要

額を繰入計上しています。 

ハ 債務保証損失引当金 

 ―――――― 

ニ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に

基づき、当中間期末において

発生していると認められる額

を計上しています。 

過去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（12年）に

よる定額法により費用処理す

ることとしています。 

数理計算上の差異は、その発

生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（12

年）による定額法により翌期

から費用処理することとして

います。 

ニ 退職給付引当金 

同左 

ニ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に

基づき、当期末において発生

していると認められる額を計

上しています。 

過去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（12年）に

よる定額法により費用処理す

ることとしています。 

数理計算上の差異は、その発

生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（12

年）による定額法により翌期

から費用処理することとして

います。 

ホ 役員退職慰労引当金 

役員退職慰労金の支出に備え

るため、中間期末における当

社内規に基づく基準額相当額

に達するまでの額を繰入計上

しています。 

ホ 役員退職慰労引当金 

同左 

ホ 役員退職慰労引当金 

役員退職慰労金の支出に備え

るため、期末における当社内

規に基づく基準額相当額に達

するまでの額を繰入計上して

います。 

５ 外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は中間期末

日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として

処理しています。 

５ 外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準 

同左 

５ 外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は期末日の

直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理

しています。 

 



前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

６ リース取引の処理方法 

リース取引の処理方法は、リー

ス物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によってい

ます。 

６ リース取引の処理方法 

同左 

６ リース取引の処理方法 

同左 

７ ヘッジ会計の方法 

イ ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用してい

ます。なお、為替予約及び通

貨オプションについては振当

処理の要件を満たしている場

合は振当処理を、金利スワッ

プについては特例処理の要件

を満たしている場合は特例処

理を採用しています。 

７ ヘッジ会計の方法 

イ ヘッジ会計の方法 

同左 

７ ヘッジ会計の方法 

イ ヘッジ会計の方法 

同左 

ロ ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段   ヘッジ対象 

為替予約   

外貨建営業 

債権債務及び

外貨建投融資

通貨オプション   同上 

通貨スワップ   借入金、社債

金利スワップ   同上 

ロ ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

ロ ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

ハ ヘッジ方針 

当社の内部規程である「財務

規程」に基づき、為替変動リ

スク及び金利変動リスクをヘ

ッジしています。 

ハ ヘッジ方針 

同左 

ハ ヘッジ方針 

同左 

ニ ヘッジ有効性評価の方法 

原則として、ヘッジ開始時か

ら有効性の判定時点までの期

間におけるヘッジ対象及びヘ

ッジ手段の相場変動またはキ

ャッシュ・フロー変動の累計

額等を基礎として判定してい

ます。 

ニ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

ニ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

ホ その他 

ヘッジ取引は、社内権限規程

に基づき決済等の事務処理も

含めて経理・財務室が実施し

ています。 

ホ その他 

同左 

ホ その他 

同左 

８ その他中間財務諸表作成の基本

となる重要な事項 

８ その他中間財務諸表作成の基本

となる重要な事項 

８ その他財務諸表作成の基本とな

る重要な事項 

イ 消費税等の会計処理は税抜方

式によっています。 

イ     同左 イ     同左 

ロ 連結納税制度を適用していま

す。 

ロ     同左 ロ     同左 



会計処理の変更 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関
する会計基準） 

当中間期より、「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第５号 平成17年12

月９日）及び「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準等の適

用指針」（企業会計基準適用指針第

８号 平成17年12月９日）を適用し

ています。 

これまでの資本の部の合計に相当す

る金額は、264,629百万円です。 

なお、当中間期における中間貸借対

照表の純資産の部については、中間

財務諸表等規則の改正に伴い、改正

後の中間財務諸表等規則により作成

しています。 

――――――  （貸借対照表の純資産の部の表示に関
する会計基準） 

当期より、「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準」（企業

会計基準第５号 平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指

針」（企業会計基準適用指針第８号 

平成17年12月９日）を適用していま

す。 

これまでの資本の部の合計に相当す

る金額は、260,015百万円です。 

なお、当期における貸借対照表の純

資産の部については、財務諸表等規

則の改正に伴い、改正後の財務諸表

等規則により作成しています。  

（ストック・オプション等に関する会
計基準） 

当中間期より、「ストック・オプシ

ョン等に関する会計基準」（企業会

計基準第８号 平成17年12月27日）

及び「ストック・オプション等に関

する会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第11号 平成18年５

月31日）を適用しています。 

これにより営業利益、経常利益及び

税引前中間純利益は、それぞれ96百

万円減少しています。 

―――――― （ストック・オプション等に関する会
計基準） 

当期より、「ストック・オプション

等に関する会計基準」（企業会計基

準第８号 平成17年12月27日）及び

「ストック・オプション等に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第11号 平成18年５月31

日）を適用しています。 

これにより営業利益、経常利益及び

税引前当期純利益は、それぞれ96百

万円減少しています。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前事業年度末 
（平成19年３月31日） 

※１ 有形固定資産から直接控除した減価償

却累計額は、46,134百万円です。 

※１ 有形固定資産から直接控除した減価償

却累計額は、44,779百万円です。 

※１ 有形固定資産から直接控除した減価償

却累計額は、43,993百万円です。 

※２ 自己株式の保有数 ※２     ―――――― ※２     ―――――― 

  251,184株    

※３ 国庫補助金等により取得した有形固定

資産の取得価額から税法に基づく圧縮

累計額1,153百万円を控除しています。 

※３ 国庫補助金等により取得した有形固定

資産の取得価額から税法に基づく圧縮

累計額1,155百万円を控除しています。

※３ 国庫補助金等により取得した有形固定

資産の取得価額から税法に基づく圧縮

累計額1,155百万円を控除しています。

※４ 仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺

のうえ、流動資産の「その他の流動資

産」に含めて表示しています。 

※４       同左 ※４     ―――――― 

 ５ 保証債務 

他社の銀行借入等に対して行っている

保証は次のとおりです。 

 ５ 保証債務 

他社の銀行借入等に対して行っている

保証は次のとおりです。 

 ５ 保証債務 

他社の銀行借入等に対して行っている

保証は次のとおりです。 

① 関係会社 ① 関係会社 ① 関係会社 

Teijin Holdings 

Netherlands B.V. 

53,102百万円

(43,624千US＄ほか)

DuPont Teijin Films 

U.S. Limited Partnership 

18,849百万円

(159,879千US＄)

P. T. Teijin Indonesia 

Fiber Corporation 

19,925百万円

(169,000千US＄)

TEIJIN POLYCARBONATE 

CHINA Ltd. 

9,566百万円

(81,137千US＄)

TEIJIN POLYCARBONATE 

SINGAPORE PTE Ltd. 

8,929百万円

(73,800千US＄ほか)

DuPont Teijin Films 

UK Limited 

6,230百万円

(18,900千STG￡ほか)

Teijin Twaron B.V. 

5,995百万円

(40,030千EURO)

Teijin Holdings 

Netherlands B.V. 

      78,687百万円

(80,000千EUROほか)

DuPont Teijin Films 

U.S. Limited Partnership 

      18,329百万円

(158,793千US＄)

P. T. Teijin Indonesia 

Fiber Corporation 

  18,122百万円

(157,000千US＄)

TEIJIN POLYCARBONATE 

CHINA Ltd. 

     8,040百万円

(69,661千US＄)

DuPont Teijin Films 

UK Limited 

    6,300 百万円

(17,900千STG￡ほか)

DuPont Teijin Films 

Luxembourg S.A. 

5,863百万円

(35,888千EURO)

南通帝人有限公司 

  4,221百万円

   （52,000千CNY)

Teijin Holdings 

Netherlands B.V. 

68,029百万円

    （92,000千EUROほか)

P. T. Teijin Indonesia 

Fiber Corporation  

18,695百万円

(158,368千US$)

DuPont Teijin Films 

U.S. Limited Partnership 

   18,161百万円

(153,846千US＄)

TEIJIN POLYCARBONATE 

CHINA Ltd. 

      9,606百万円

（81,374千US＄)

DuPont Teijin Films 

UK Limited 

      6,519百万円

(18,900千STG￡ほか)

TEIJIN POLYCARBONATE 

SINGAPORE PTE Ltd. 

     6,308百万円

(53,440千US$)

DuPont Teijin Films 

Luxembourg S.A. 

    5,931百万円

(37,700千EURO)

 



前中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前事業年度末 
（平成19年３月31日） 

DuPont Teijin Films 

Luxembourg S.A. 

5,646百万円

(37,700千EURO)

ウィンテックポリマー㈱ 

2,550百万円

帝人化成㈱ 

1,697百万円

(14,400千US＄)

P.T. INDONESIA TEIJIN 

DUPONT FILMS 

1,496百万円

(11,000千US＄)

Teijin Holdings 

USA Inc. 

1,027百万円

(8,714千US＄)

その他９社 3,696百万円

(外貨建保証債務8,425千US＄ほかを含

む) 

計 138,713百万円

Teijin Aramid B.V. 

    3,921百万円

(24,000千EURO)

TEIJIN POLYCARBONATE 

SINGAPORE PTE Ltd. 

     3,818百万円

（33,080千US$) 

P.T. INDONESIA TEIJIN 

DUPONT FILMS 

     1,377百万円

(10,200千US＄)

帝人化成㈱ 

     1,108百万円

(9,600千US＄)

その他11社      3,579百万円

(外貨建保証債務242,000千TBほかを含

む) 

計   153,369百万円

Teijin Twaron B.V. 

     5,034百万円

(32,000千EURO)

ウィンテックポリマー㈱ 

     2,300百万円

P.T. INDONESIA TEIJIN 

DUPONT FILMS 

    1,498百万円

(11,000千US＄)

帝人化成㈱ 

     1,416百万円

(12,000千US＄)

その他12社     4,878百万円

(外貨建保証債務13,764千US＄ほかを

含む) 

計   148,380百万円

なお、上記金額には保証予約1,414百万

円（12,000千US＄）ならびに他者によ

る再保証額1,643百万円（13,939千

US＄）を含んでいます。 

なお、上記金額には保証予約1,385百万

円（12,000千US＄）ならびに他者によ

る再保証額1,315百万円（11,396千

US＄）を含んでいます。 

なお、上記金額には保証予約1,416百万

円（12,000千US＄）ならびに他者によ

る再保証額1,348百万円（11,423千

US＄）を含んでいます。 

② 関係会社以外 ② 関係会社以外 ② 関係会社以外 

従業員に対する保証 

  1,359百万円

その他４社 357百万円

計 1,717百万円

従業員に対する保証 

       1,120百万円

その他５社    480百万円

計      1,600百万円

従業員に対する保証 

       1,235百万円

その他４社   483百万円

計      1,718百万円

なお、上記金額には保証予約147百万

円を含んでいます。 

合計（①＋②） 140,431百万円

なお、上記金額には保証予約263百万

円を含んでいます。 

合計（①＋②）    154,970百万円

なお、上記金額には保証予約240百万

円を含んでいます。 

合計（①＋②）    150,098百万円

 ６ 社債の債務履行引受契約に係る偶発債

務 

第４回無担保普通社債  15,000百万円

 ６ 社債の債務履行引受契約に係る偶発債務

第４回無担保普通社債  15,000百万円

 ６ 社債の債務履行引受契約に係る偶発債務

第４回無担保普通社債  15,000百万円

※７       ―――――― ※７       ―――――― ※７ 期末日（銀行休業日）の満期手形の会計

   処理については、満期日に決済が行われ

   たものとして処理しています。期末残高

   から除かれている期末日満期手形は次の

   とおりです。 

支払手形  1百万円



（中間損益計算書関係） 

次へ 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１ 当社の営業収益における関係会社配当

金は上半期に集中するため、事業年度

の上半期営業収益と下半期営業収益と

の間に著しい相違があり、上半期と下

半期の業績に季節的変動があります。 

※１       同左 ※１      ―――――― 

 ２ 減価償却実施額  ２ 減価償却実施額  ２ 減価償却実施額 

有形固定資産 909百万円

無形固定資産 311 〃 

有形固定資産 967百万円

無形固定資産 297 〃 

有形固定資産 1,922百万円

無形固定資産 654 〃 

※３ 土地売却益81百万円を含む固定資産売

却益です。 

※３ 土地売却益1,109百万円を含む固定資

産売却益です。 

※３ 土地売却益5,268百万円を含む固定資

産売却益です。 

※４ 建物廃却損62百万円及び構築物廃却損 

74百万円を含む固定資産廃却損及び固

定資産売却損です。 

※４ 建物廃却損21百万円及び土地売却損15

百万円を含む固定資産廃却損及び固定

資産売却損です。 

※４ 建物廃却損477百万円及び工具器具廃

却損117百万円を含む固定資産廃却損

及び固定資産売却損です。 

※５ 関係会社貸付金に係る貸倒引当金繰入

額です。 

※５        同左 ※５        同左 

※６ 事業撤収に伴う経費です。 ※６      ―――――― ※６ 事業撤収に伴う経費です。 

※７ 土地浄化関連費用及び石綿対策費用等

です。 

※７      ―――――― ※７ 土地浄化関連費用及び石綿対策費用等

です。 



（中間株主資本等変動計算書関係） 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）１ 自己株式（普通株式）の株式数の増加83,207株は、すべて単元未満株式の買取りによるものです。 

２ 自己株式（普通株式）の株式数の減少366,012株は、単元未満株式の売却による減少22,012株、ストック・

オプションの行使による減少344,000株です。 

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）１ 自己株式（普通株式）の株式数の増加119,799株は、すべて単元未満株式の買取りによるものです。 

２ 自己株式（普通株式）の株式数の減少79,592株は、単元未満株式の売却による減少14,592株、ストック・オ

プションの行使による減少65,000株です。 

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）１ 自己株式（普通株式）の株式数の増加190,898株は、すべて単元未満株式の買取りによるものです。 

２ 自己株式（普通株式）の株式数の減少588,016株は、単元未満株式の売却による減少34,016株、ストック・

オプションの行使による減少554,000株です。 

  
前事業年度末 

株式数 
（株） 

当中間会計期間 
増加株式数 
（株） 

当中間会計期間 
減少株式数 
（株） 

当中間会計期間末
株式数 
（株） 

普通株式 533,989  83,207 366,012 251,184 

合計 533,989 83,207 366,012 251,184 

  
前事業年度末 

株式数 
（株） 

当中間会計期間 
増加株式数 
（株） 

当中間会計期間 
減少株式数 
（株） 

当中間会計期間末
株式数 
（株） 

普通株式 136,871 119,799 79,592 177,078 

合計 136,871 119,799 79,592 177,078 

  
前事業年度末 

株式数 
（株） 

当事業年度 
増加株式数 
（株） 

当事業年度 
減少株式数 
（株） 

当事業年度末 
株式数 
（株） 

普通株式 533,989 190,898 588,016 136,871 

合計 533,989 190,898 588,016 136,871 



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（借主としてのリース取引） （借主としてのリース取引） （借主としてのリース取引） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引

に係る注記 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引

に係る注記 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引

に係る注記 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額 

  
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円) 

中間期末
残高 
相当額 

(百万円) 

その他 
(車輌 
運搬具) 

28 3 24 

その他 
(工具器具
備品) 

92 42 50 

無形 
固定資産 

9 4 5 

合計 131 50 80 

  
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 

(百万円)

中間期末
残高 

相当額 
(百万円)

その他 
(車輌 
運搬具) 

28 9 19

その他 
(工具器具
備品) 

64 44 19

無形 
固定資産 

9 6 3

合計 102 60 42

取得価額
相当額 

(百万円) 

減価償却
累計額 
相当額 

(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円)

その他 
(車輌 
運搬具) 

28 6 21

その他 
(工具器具
備品) 

92 71 21

無形 
固定資産 

9 5 4

合計 130 83 47

２ 未経過リース料中間期末残高相当額 ２ 未経過リース料中間期末残高相当額 ２ 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 26百万円

１年超 54 〃 

合計 80 〃 

１年以内 19百万円

１年超 23 〃 

合計 42 〃 

１年以内   19百万円

１年超   27 〃 

合計   47 〃 

（注） 取得価額相当額及び未経過リース

料中間期末残高相当額は、未経過

リース料中間期末残高が有形固定

資産の中間期末残高等に占める割

合が低いため、「支払利子込み

法」により算定しています。 

（注）     同左 （注） 取得価額相当額及び未経過リース

料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期

末残高等に占める割合が低いた

め、「支払利子込み法」により算

定しています。 

３ 支払リース料、減価償却費相当額 ３ 支払リース料、減価償却費相当額 ３ 支払リース料、減価償却費相当額 

支払リース料 12百万円

減価償却費相当額 12 〃 

支払リース料 10百万円

減価償却費相当額 10 〃 

支払リース料   25百万円

減価償却費相当額   25 〃 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっています。 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

（減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はありませ

んので、項目等の記載は省略しています。 

（減損損失について） 

同左 

（減損損失について） 

同左 



（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成18年９月30日） 

子会社株式及び関連会社株式で市場価格のあるもの 

当中間会計期間末（平成19年９月30日） 

子会社株式及び関連会社株式で市場価格のあるもの 

前事業年度末（平成19年３月31日） 

子会社株式及び関連会社株式で市場価格のあるもの 

（企業結合等関係） 

    当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

     (1)中間連結財務諸表 注記事項(企業結合等関係）に記載のとおりです。 

（１株当たり情報） 

 中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しています。 

  
中間貸借対照表計上額 

（百万円） 
市場価額（百万円） 差額（百万円） 

子会社株式 21,843 89,797 67,954 

関連会社株式 － － － 

合計 21,843 89,797 67,954 

  
中間貸借対照表計上額 

（百万円） 
市場価額（百万円） 差額（百万円） 

子会社株式 5,787 8,257 2,469 

関連会社株式 － － － 

合計 5,787 8,257 2,469 

  
貸借対照表計上額 

（百万円） 
市場価額（百万円） 差額（百万円） 

子会社株式 32,696 77,310 44,614 

関連会社株式 － － － 

合計 32,696 77,310 44,614 



（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

────── ────── （重要な株式交換） 

当社及び当社の連結子会社である東

邦テナックス㈱は、平成19年５月28

日開催の両社の取締役会において、

東邦テナックス㈱を当社の完全子会

社とする株式交換を行うことを決議

し、株式交換契約を締結しました。 

詳細は、「第５ 経理の状況 １ 

連結財務諸表」の「注記事項(重要な

後発事象）」に記載のとおりです。 



(2）【その他】 

 第142期中間配当について平成19年10月29日開催の取締役会で次のとおり決議しました。 

中間配当金の総額 4,430百万円

１株当たり中間配当額 ４円50銭



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しています。 

(1) 
有価証券報告書 

及びその添付書類 

事業年度 

（第141期） 

自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日 
平成19年６月20日関東財務局長に提出 

(2) 
有価証券報告書 

の訂正報告書 
    平成19年９月18日関東財務局長に提出 

  
事業年度（第141期）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書で

す。 

(3) 臨時報告書     平成19年５月29日関東財務局長に提出 

  

  

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第２号（募集によらないで取得される有価証券の発行） 

及び第19条第２項第６号の２（株式交換）の規定に基づく臨時報告書です。 

(4) 臨時報告書     平成19年６月20日関東財務局長に提出 

  
企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第２号の２（新株予約権の発行）の規定に基づく臨時報告書

です。 

(5) 
臨時報告書 

の訂正報告書 
    平成19年７月６日関東財務局長に提出 

  平成19年６月20日提出の臨時報告書（新株予約権の発行）に係る訂正報告書です。 

(6) 
臨時報告書 

の訂正報告書 
    平成19年９月３日関東財務局長に提出 

  平成19年５月29日提出の臨時報告書（募集によらないで取得される有価証券の発行）に係る訂正報告書です。 

(7) 

  

  

  

  

訂正発行登録書 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 平成19年５月29日 

 平成19年６月20日 

 平成19年７月６日 

 平成19年９月３日及び 

 平成19年９月18日関東財務局に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成18年12月11日  

帝人株式会社      

  代表取締役社長 長島 徹 殿  

  あずさ監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 米林  彰  ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 小寺  庸  ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 和田 安弘  ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている帝人株

式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18

年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等

変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、帝人株式会社及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計

期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表

示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管していま

す。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成19年12月12日  

帝人株式会社      

  代表取締役社長 長島 徹 殿  

  あずさ監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 米林  彰  ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 宍戸 通孝  ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 和田 安弘  ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 中嶋  歩  ㊞ 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる帝人株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成19年４月１日

から平成19年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結

株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、帝人株式会社及び連結子会社の平成19年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計

期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表

示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管していま

す。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成18年12月11日  

帝人株式会社      

  代表取締役社長 長島 徹 殿  

  あずさ監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 米林  彰  ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 小寺  庸  ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 和田 安弘  ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている帝人株

式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第141期事業年度の中間会計期間（平成18年４月１日から平成18

年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書につ

いて中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表

に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、帝人株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成18年４月１日から平

成18年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管していま

す。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成19年12月12日  

帝人株式会社      

  代表取締役社長 長島 徹 殿  

  あずさ監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 米林  彰  ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 宍戸 通孝  ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 和田 安弘  ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 中嶋  歩  ㊞ 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる帝人株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第142期事業年度の中間会計期間（平成19年４月１日

から平成19年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動

計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中

間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、帝人株式会社の平成19年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成19年４月１日から平

成19年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管していま

す。 
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